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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第121期 第122期 第123期 第124期 第125期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 55,351 56,540 63,194 66,322 63,070

経常利益 (百万円) 2,301 3,312 5,208 4,713 2,329

当期純利益 (百万円) 1,324 1,512 2,293 2,757 1,081

純資産額 (百万円) 16,811 18,356 20,298 22,510 22,476

総資産額 (百万円) 45,044 46,399 52,061 53,766 51,774

１株当たり純資産額 (円) 480.80 525.04 578.92 642.07 640.43

１株当たり当期純利益 (円) 41.39 42.27 65.74 79.04 30.99

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.3 39.6 38.8 41.7 43.2

自己資本利益率 (％) 8.7 8.6 11.9 12.9 4.8

株価収益率 (倍) 15.4 29.8 21.3 5.9 10.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 4,661 4,139 5,547 2,474 4,704

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,927 △2,942 △2,436 △3,772 △6,315

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,410 △1,158 △2,781 623 3,122

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 1,128 1,165 1,495 820 2,330

従業員数

 〔外、平均臨時雇用人員〕
(名) 787 788

820

〔122〕

867

〔130〕　

882

〔112〕　

　（注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

        ３　第123期より、純資産額の算定にあたり、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第121期 第122期 第123期 第124期 第125期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 54,595 55,784 61,615 64,753 62,128

経常利益 (百万円) 2,021 3,000 4,854 4,228 2,016

当期純利益 (百万円) 1,200 1,393 2,146 2,527 1,136

資本金 (百万円) 3,450 3,450 3,450 3,450 3,450

発行済株式総数 (株) 34,900,000 34,900,000 34,900,000 34,900,000 34,888,417

純資産額 (百万円) 16,307 17,734 19,429 21,402 21,399

総資産額 (百万円) 40,822 42,620 47,922 50,446 49,318

１株当たり純資産額 (円) 466.37 507.20 556.87 613.44 613.38

１株当たり配当額

 (内１株当たり中間配当額)
(円)

8.00

(4.00)

9.00

(4.00)

11.00

(5.00)

13.00

(6.00)

19.00

(7.00)

１株当たり当期純利益 (円) 37.41 38.86 61.53 72.46 32.57

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.9 41.6 40.5 42.4 43.4

自己資本利益率 (％) 8.2 8.2 11.6 12.4 5.3

株価収益率 (倍) 17.1 32.4 22.8 6.5 10.4

配当性向 (％) 21.4 23.2 17.9 17.9 58.3

従業員数

 〔外、平均臨時雇用人員〕
（名) 603 605

627

〔89〕

689

〔96〕　

719

〔75〕　　

　（注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

３　第123期より、純資産額の算定にあたり、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。
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２【沿革】

年月 沿革

昭和４年１月 東京世田谷において光進社の事業を引継いで東京セロファン紙株式会社を設立し、セロハンの製造・販

売を開始した。

昭和９年２月 東京足立区に王子工場(後の東京工場)を開設した。

昭和11年９月 日本ビスコース工業株式会社(静岡県浜松市)を吸収合併し、当社の浜松工場とした。

昭和25年６月 販売部門を分離し、興進社(昭和33年9月に東セロ商事株式会社に社名変更)を総代理店とした。

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部に上場した。

昭和36年11月 浜松工場にビニロンフィルムの製造装置を新設した。

昭和39年８月 東京工場に無延伸ポリプロピレンフィルムの製造装置を新設した。

昭和41年12月 東邦セロファン株式会社(現連結子会社四国トーセロ株式会社)に90％出資した。

昭和45年８月 茨城県総和町（現古河市）に茨城工場を開設し、無延伸ポリプロピレンフィルムの製造及びフィルムの

コート加工を開始した。

昭和46年７月 第三者割当増資により三井石油化学工業株式会社(現三井化学株式会社)が筆頭株主となった。

昭和46年７月 茨城工場に延伸ポリプロピレンフィルムの製造装置を新設した。

昭和47年３月 東京工場を閉鎖した。

昭和47年４月 研究・開発部門を統合し、茨城工場敷地内に研究所を開設した。

昭和49年５月 三井石油化学工業株式会社（現三井化学株式会社）が新東セロ商事株式会社を設立した。　

昭和49年８月

　

東セロ商事株式会社は、各種フィルムの営業権を新東セロ商事株式会社に譲渡し、新日本総業株式会社

に社名を変更した。　

昭和57年４月 静岡県浜北市（現浜松市）に浜北工場（現浜松工場）を開設し、金属蒸着フィルムの製造を開始した。

昭和57年10月 浜北工場（現浜松工場）に直鎖状低密度ポリエチレンフィルムの製造装置を新設した。

昭和59年５月 高柳産業株式会社に50％出資した。

昭和62年３月 東邦セロファン株式会社(現連結子会社四国トーセロ株式会社)を100％子会社とした。

平成５年10月 東セロ化学株式会社及び新東セロ商事株式会社と合併し、社名を東セロ株式会社として新発足した。

平成５年12月 高柳産業株式会社を100％子会社とし、トーセロパックス株式会社に社名変更した。

平成７年５月 セロハンの製造を中止し、外部の生産委託に切り替えた。

平成９年４月 東邦セロファン株式会社(現連結子会社四国トーセロ株式会社)の社名を変更し、四国トーセロ株式会社

とした。

平成10年５月 本社と東京支店が現本社ビルに移転統合した。

平成12年11月 徳島トーセロフィルム株式会社を100％子会社として設立した。

平成13年７月 東セロ物流株式会社は、東セロ・ロジテック株式会社と合併し、社名をトーセロ・ロジスティクス株式

会社(現連結子会社、60％出資)とした。

平成18年４月 四国トーセロ株式会社は、徳島トーセロフィルム株式会社を吸収合併し、本店を徳島県徳島市に移転し

た。

平成20年４月 トーセロパックス株式会社を吸収合併した。

平成21年３月 上場(㈱東京証券取引所市場第二部)廃止となった。

平成21年４月 株式交換により三井化学株式会社の完全子会社となった。

平成21年４月 ビニロンフィルム事業をアイセロ化学株式会社に譲渡した。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、親会社及び子会社５社の合計７社で構成されております。

　当社及び当社子会社は、主として次に記載するような合成樹脂を原料とする包装用フィルム及び産業用機能性フィル

ムの製造販売等を行っております。

（１）包装用フィルム事業

種類 機能 主用途

１ ポリプロピレン（PP）延伸フィルム

一般ベースフィルム 印刷適性等

食品全般包装

(他フィルムと貼合わせのベースフィルム)

雑貨包装（単体で使用）

 多層特殊フィルム

（複数の樹脂で積層）

ヒートシール性等 パン等の包装

 コートフィルム

（フィルムにコート剤を塗布）

ガスバリア性、

防湿性、

保香性等

 食品全般包装

（貼合わせのベースフィルム）

２ ポリプロピレン（PP）無延伸フィルム

一般シーラント＊フィルム

（
＊
シーラントとは、熱接着可能なフィルム）

ヒートシール性等
食品全般包装

（ベースフィルムとの貼合わせ）

 特殊フィルム（多層等）

ヒートシール性、

耐熱性、印刷性、

イージーオープン性等

レトルト食品、麺、パン、ゼリー等の

包装

３ ポリエチレン（PE）無延伸フィルム ヒートシール性、

耐寒性、

密封性等

 食品全般包装

 （ベースフィルムとの貼合わせ）

４　  蒸着フィルム

（PP、PE、ポリエステル（PET）等のフィルム

表面にアルミ又は酸化アルミを蒸着）
　

ガスバリア性、

防湿性、

保香性等

スナック、菓子、冷凍食品等の包装

（他フィルムとの貼合わせ）

５ ビニロンフィルム 透明性、静防性、

ガスバリア性、

水溶性

繊維品の包装、建材の離型用、

水転写印刷用

（注）ビニロンフィルム事業は、平成21年４月１日付でアイセロ化学㈱に譲渡しました。

（２）産業用機能性フィルム事業

種類 機能 主用途

１ シリコーンコートフィルム

（PETフィルム等にシリコーンを塗布）

剥離性等 電子部品製造工程での離型用

２　 ＴＰＸフィルム

（特殊ポリオレフィンフィルム）

耐熱性、

剥離性等

回路基板成型用

３ プロテクトフィルム 粘着性、非汚染性 大型光学部品の保護用

４ 熱接着性フィルム 加熱接着性、

金属接着性

電線の被覆材

アルミ／プラスチックサンドイッチ板
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 ＜事業系統図＞

　

　(注）１  ＊は連結子会社、※は持分法適用会社であります。

      ２  前連結会計年度において連結子会社であったトーセロパックス㈱は、平成20年４月１日付で当社と合併し、解

散しております。

３　持分法適用会社である新トーセロ産業㈱は、平成20年12月31日付で解散し、提出日現在、清算処理中でありま

す。　
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合

(％)
被所有割合

(％)

(親会社)       

三井化学㈱ 東京都港区 103,226
化学製品の製造

及び販売
― 53.4

製品の販売並びに原材料の購入

(連結子会社)       

四国トーセロ㈱ 徳島県徳島市 450

フィルム等の製

造、加工及び販

売等

100.0 ―

製品の購入

役員の兼任…2

出向…8

トーセロ・ロジスティクス㈱ 東京都中央区 50
製品等の運送・

保管
60.0 ―

製品の運送・保管

役員の兼任…1

出向…4

トーセロスリッター㈱ 東京都中央区 10
フィルム等の加

工及び販売
100.0 ―

製品の仕上加工

出向…4

　（注) １　三井化学㈱は有価証券報告書を提出しております。

２　三井化学㈱は平成21年４月１日に株式交換により当社の完全親会社となりました。

３　四国トーセロ㈱は特定子会社であります。

４　前連結会計年度において連結子会社であったトーセロパックス㈱は平成20年４月１日付で当社と合併し、解

散しております。
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

包装用フィルム事業 654〔 74〕　

産業用機能性フィルム事業 112〔 17〕　

全社(共通) 116〔 21〕　

合計 882〔112〕　

  (注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。

       なお、臨時雇用者は、パートタイマー及び嘱託契約の従業員等であり、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

719〔75〕　 38.2 13.5 6,305

　(注） １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。

　　　 　   なお、臨時雇用者は、パートタイマー及び嘱託契約の従業員等であり、派遣社員を除いております。

    　  ２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

　提出会社は「東セロ労働組合」、四国トーセロ㈱は「四国トーセロ労働組合」が、それぞれ組織されております。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度は、昨年９月のリーマン・ブラザーズの経営破綻に端を発した金融市場の混乱が実体経済に波及

し、世界同時不況となりました。

包装用フィルム事業につきましては、原料樹脂価格が乱高下したことに加え、不況の影響と製品先安感による買控

え等から年度後半に大幅な販売減となりました。

産業用機能性フィルム事業につきましては、主要ユーザーである電子部品業界における広範囲且つ大幅な需要減

の傾向が月を追って強まり、特に１月から３月は極端な販売減となりました。

このような状況のもとで、当社グループは、交易条件の維持、高付加価値品の拡販、製品の品質と生産性の向上、新

製品の開発促進・早期上市、コストダウン等の諸施策を強力に推進してまいりました。

以上の結果、売上高は630億70百万円（対前年度比4.9％減）となりました。営業利益は25億91百万円（対前年度比

48.7％減）、経常利益は23億29百万円（対前年度比50.6％減）、当期純利益は10億81百万円（対前年度比60.8％減）

となりました。

  事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　

〈包装用フィルム事業〉

ポリプロピレンフィルムは、食品包装向け需要が低調で、特に年度後半は顧客の在庫圧縮の影響もあり前年度に比

べ販売数量は減少しましたが、売上高は製品価格の修正により増加しました。

ポリエチレンフィルムは、食品包装、洗剤等の詰替用途需要が低調で、特に年度後半の外食向け業務用途及び非食

品用途需要の落ち込みにより前年度に比べ販売数量は減少しましたが、売上高は製品価格の修正により増加しまし

た。

蒸着フィルム（アルミ蒸着、透明蒸着）は、主用途であるスナック、菓子用途の需要が低調であったことから前年

度に比べ販売数量は大幅に減少しましたが、売上高は製品価格の修正により増加しました。

ビニロンフィルムは、繊維用・建材用フィルム、水溶性フィルムいずれも国内外の需要が低調で、事業撤退の影響

も相俟って前年度に比べ、販売数量は減少し売上高は大幅に減少しました。

以上を含め、包装用フィルム事業の売上高は545億85百万円（対前年度比5.8％増）、営業利益は23億63百万円

（対前年度比76.1％増）となりました。

〈産業用機能性フィルム事業〉

シリコーンコートフィルムは、携帯電話、薄型テレビ、パーソナルコンピューターなど広範囲にわたる電子情報機

器で在庫調整が行われたため、主用途のセラミックコンデンサー、電子部品封止用接着シート向けなどの需要が低下

し、前年度に比べ、販売数量、売上高ともに大幅に減少しました。 

ＴＰＸフィルムは、携帯電話、モバイルパソコン、デジタルカメラ、ＤＶＤプレイヤー／レコーダーなどの内部回路

用フレキシブルプリント基板向けの需要が不調で、前年度に比べ、販売数量、売上高ともに減少しました。

プロテクトフィルム（薄型ＴＶ用の光学フィルムとレンズの保護フィルム）は、大型プロジェクションＴＶが不

調であったことにより、前年度に比べ、販売数量、売上高ともに減少しました。

以上を含め、産業用機能性フィルム事業の売上高は84億85百万円（対前年度比42.4％減）、営業利益は2億27百万

円（対前年度比93.9％減）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースのキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローによる収入及

び財務活動によるキャッシュ・フローによる収入により、投資活動によるキャッシュ・フローによる支出に対応し

ました。

その結果、当連結会計年度末の資金残高は、15億10百万円増加し、23億30百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況及び要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、47億4百万円(前年同期比22億30百万円の収入増加)となりました。この内訳

は、税金等調整前当期純利益18億6百万円、減価償却費29億29百万円、売上債権の減少額49億81百万円、仕入債務の減

少額△43億20百万円、法人税等の支払額△18億51百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、△63億15百万円(前年同期比25億43百万円の支出増加)となりました。この

内訳は、有形固定資産の取得による支出△61億32百万円等であります。

　

以上により、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・

キャッシュ・フローは、△16億11百万円となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、31億22百万円(前年同期比24億98百万円の収入増加)となりました。この内

訳は、コマーシャル・ペーパーの増加額22億円、長期借入れによる収入28億円、長期借入金の返済による支出　　　　　△

13億27百万円等であります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

包装用フィルム事業 46,830 5.0

産業用機能性フィルム事業 7,893 △46.6

合計 54,723 △7.8

　（注）１　金額は、販売価格等により算出しております。

２　金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

重要な受注生産は行っておりませんので、記載を省略しております。

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

包装用フィルム事業 54,585 5.8

産業用機能性フィルム事業 8,485 △42.4

合計 63,070 △4.9

　（注）１　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

稲畑産業㈱ 7,923 11.9 4,657 7.4

　      ２　金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループの対処すべき主要経営課題は以下の３つであります。

(1) 収益基盤の強化

　高付加価値品の拡販や交易条件の維持に努力すると共に、生産効率の向上や経費節減を通じたコスト競争力の強化

を行い、収益基盤の強化に取り組みます。

　

(2) 現場力の強化

　上記を実現するためにも、生産技術向上、品質改善、安全確保等の課題を解決できる現場の力を強化し、更に一段のレ

ベルアップを図ります。

　

(3) 新設設備の戦力化

　高付加価値品の拡販や新規商品の投入を目的に、新設した設備の戦力化を急ぎ、事業構造の改革に取り組みます。

　

　これらの経営諸施策を強力に推進し、包装用フィルム事業と産業用機能性フィルム事業を車の両輪に、一層の業績向

上を図った上で、新規事業分野への展開を加速し、新しい拡大・成長路線を目指します。 

　

４【事業等のリスク】

　当社グループでは、経営活動の脅威となるすべての事象（前兆、予兆）をリスクと認識し、そのリスク顕在化の未然

防止及びリスク顕在化の最小化のための対策を講じるよう努めております。

　当社グループの将来の業績と財務状況に影響を与えうるリスクには、以下のようなものがあります。なお、文中にお

ける将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成21年６月26日)現在において当社グループが判断したものであ

ります。

　但し、これらは当社グループに関する全てのリスクを網羅したものではありません。

(1) 当社グループの主要製品は、原油、ナフサ等を主原料とする合成樹脂を原材料として生産されており、国際的な原油、

ナフサ価格の上昇に伴う原料合成樹脂価格の上昇は、当社グループの製造費用を増加させる要因となります。

　当社グループといたしましては、コストダウン努力と販売価格の適正化によって利益の確保を図る方針であります

が、取引先への販売価格の修正が順調に進まない場合、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 当社グループは、原材料等につきましては、親会社である三井化学株式会社及び同社の子会社である株式会社プライ

ムポリマーを主たる調達先としております。

　従って、これらの会社の不測の事態により、当社グループへの原材料等供給の縮小があった場合、代替供給先の確保

には常に努めておりますが、代替品調達の困難性による操業停止又は縮小の可能性があり、業績と財務状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。

　

(3) 当社グループの産業用機能性フィルムはＩＴ産業の需要に大きく依存しており、これらの業界の好不調により、売上

高及び収益が大きく変動する要因を含んでおり、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 当社グループは、生産活動に当たっては、安全・安定操業と製品品質の確保に最大限留意しておりますが、重大な事

故・災害が生じ操業が停止した場合、あるいは重大な品質問題が発生した場合は、売上の低下やコストの増加を招く

可能性があり、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

１．当社は、平成20年12月19日開催の取締役会において、平成21年4月1日を効力発生日として、三井化学㈱を株式交換完

全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日に、株式交換契約を締結しまし

た。

      株式交換契約の概要は、以下のとおりであります。

　 (1)株式交換の内容

　    三井化学㈱を完全親会社とし、当社を完全子会社とする株式交換

　 (2)株式交換の効力発生日

　    平成21年４月１日

　 (3)株式交換の方法

  効力発生の直前の当社の株主に対して、当該株主が保有する当社の普通株式１株につき1.305株の三井化学株式会

社の普通株式を割当て交付しました。ただし、三井化学㈱が保有する当社株式18,635,000株については、株式交換に

よる株式の割当てを行っておりません。

 　(4)株式交換比率

　 当社 三井化学株式会社

株式交換比率 1 1.305

   (5)株式交換比率の算定根拠

　株式交換比率の算定に当たって、当社は、大和証券エスエムビーシー㈱を、三井化学㈱は、みずほ証券㈱を第三者算

定機関として選定しました。

　大和証券エスエムビーシー㈱は、当社及び三井化学㈱について、市場株価法及びディスカウンティッド・キャッ

シュ・フロー法（以下「DCF法」といいます。）による分析を行い、これらを総合的に勘案して株式交換比率を算定

しました。

　みずほ証券㈱は、当社及び三井化学㈱について、市場株価基準法及びDCF法による分析を行い、これらを総合的に勘

案して株式交換比率を算定しました。

  当社及び三井化学㈱は、これらの算定結果を慎重に検討・協議し株式交換比率を決定しました。　

　 (6)株式交換完全親会社となる会社の概要

　商号　　　　　三井化学株式会社

　資本金　　　　1,032億26百万円（平成21年3月31日現在）

  事業の内容　  自動車・産業材、包装・機能材、生活・エネルギー材、電子・情報材、ポリウレタン材料、精密化学

品、農業化学品、基礎原料、フェノール、合繊原料・ペット樹脂、工業薬品等の製造、加工及び売買

並びにそれに附帯関連する業務等 

２．当社は、平成21年2月5日開催の取締役会において、アイセロ化学㈱に対し、当社のビニロンフィルム事業を譲渡する

ことを決議し、同日に、事業譲渡契約を締結しました。

事業譲渡契約の概要は、以下のとおりであります。

（１）事業譲渡の目的

  新規分野への展開を加速させるため、ビニロンフィルムの製造販売を譲渡した上で、最終的にはビニロンフィ

ルム事業から撤退し、経営資源の再配置を行う。　

（２）譲渡先の名称　

アイセロ化学株式会社　

（３）譲渡する事業の概要

①事業譲渡の内容　

ビニロンフィルム事業　

②事業譲渡の規模　

売上高11億44百万円（平成20年３月実績）　

③譲渡する資産・負債

譲渡する資産は、固定資産及びたな卸資産であります。

なお、譲渡する負債はありません。　

④譲渡の時期　

平成21年４月１日　

６【研究開発活動】

 「時代のニーズにフィルムで応える」の企業理念に基づき、「ものにやさしい」、「人にやさしい」及び「環境にや

さしい」の三つのキーワードで新しい機能を有するフィルムの開発に注力しました。
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 「ものにやさしい」フィルムにおいては、古河工場の新鋭設備での本格生産を目指し、電子材料保護用プロテクト

フィルムである粘着塗工用の無延伸プロピレンフィルム及び自己粘着タイプの「ピュアテクト」の開発が進展し、市

場展開を行っています。また新規ハイバリアフィルム「マックスバリア」の市場展開が進み、順調に採用例を増やし

ています。バリア性を格段に向上させた超バリアフィルムの開発も進展しました。また、離型フィルム用途の拡大を図

るべく機能性を向上させる検討を行い、成果を得ております。

 「人にやさしい」フィルムにおいては、イージーオープン分野でＦＤＡに対応した油性食品向けレトルト処理可能

なフィルムの開発が進展するとともに、キャリアテープ用フィルムの市場展開を行い、採用が始まりました。

 「環境にやさしい」フィルムにおいては、地球環境保護に貢献する太陽電池用バックシートの開発が進展していま

す。また生分解性フィルム、乳白延伸ポリプロピレンフィルム「エコネージュ」、薄肉でも使用可能なフィルムの開発

を重点に研究開発を行い、成果を得ております。

　なお、当連結会計年度の研究開発費は14億24百万円であり、事業の種類別セグメントでは包装用フィルム事業が　7億

7百万円、産業用機能性フィルム事業が7億17百万円であります。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成21年６月26日)現在において当社グループが判断した

ものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。

　この連結財務諸表の作成にあたり、貸倒引当金、退職給付引当金及び役員退職慰労引当金等の引当金の計上、投資

有価証券等の評価、固定資産の減損に係る会計基準における回収可能額の算定、繰延税金資産の回収可能性の判断

等については、過去の実績・現在の状況等から合理的と考えられる見積り並びに判断を行っております。

　なお、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は異なる場合があります。

(2) 財政状態の分析　

　当社グループは、拡大成長に必要となる利益の増加を目指すとともに、ＲＯＡ(総資産経常利益率)の向上を目標に

資産の効率化及び圧縮に努めております。

　また、運転資金の効率化、設備投資資金の安定確保並びに健全な財務状況の維持を方針としております。

　当連結会計年度末の総資産は、流動資産の減少等により前連結会計年度末に比べ、19億92百万円減少し、517億74百

万円となりました。ＲＯＡは、前連結会計年度末に比べ、4.5ポイント減少し、4.4％となりました。

　主な増減は以下のとおりであります。

①流動資産

　当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ、42億38百万円減少し、265億67百万円となりました。主な要

因は、受取手形及び売掛金の減少によるものであります。

②固定資産

　当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ、22億46百万円増加し、252億7百万円となりました。主な要因

は、有形固定資産の取得によるものであります。

③負債

　当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ、19億57百万円減少し、292億97百万円となりました。主な要

因は、支払手形及び買掛金の減少によるものであります。

④純資産

　当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ、34百万円減少し、224億76百万円となりました。主な要因は、

その他有価証券評価差額金の減少によるものであります。

　

　以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ、1.5ポイント増加し、43.2％となり、１株当たり純資産は、

前連結会計年度末に比べ1円64銭減少し、640円43銭となりました。
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(3) 経営成績の分析

①業績の概要

　当連結会計年度における業績の概要は「第２　事業の状況　１　業績等の概要」に記載のとおりであります。

②売上高と営業利益

　「第２　事業の状況　１　業績等の概要」のとおり、売上高は、包装用フィルム事業が増加する一方で、産業用機能

性フィルム事業は減少し、全体としての売上高は前連結会計年度に比べ、32億51百万円(△4.9％)減少し、630億70百

万円となりました。

　営業利益は、交易条件の維持、高付加価値品の拡販、製品の品質と生産性の向上、新製品の開発促進・早期上市、

コストダウン等の諸施策を強力に推進しましたが、原料樹脂価格の乱高下、不況及び製品先安感による買控え、電

子部品業界の広範囲かつ大幅な需要減等により、前連結会計年度に比べ、24億63百万円(△48.7％)減少し、25億91百

万円となりました。

③経常利益

　経常利益は、営業外収益が前連結会計年度に比べ、83百万円減少する一方で、営業外費用も前連結会計年度に比

べ1億62百万円減少し、営業外損益の純額は、△2億61百万円となり、この結果、前連結会計年度に比べ、23億84百万

円(△50.6％)減少し、23億29百万円となりました。

④税金等調整前当期純利益

　税金等調整前当期純利益は、当連結会計年度に、特別利益(投資有価証券売却益)及び、特別損失(たな卸資産評価

損、減損損失)を計上したことにより特別損益の純額は、△5億23百万円となり、この結果、前連結会計年度に比べ、

28億19百万円(△61.0％)減少し、18億6百万円となりました。

⑤法人税等及び法人税等調整額

　法人税等は、前連結会計年度に比べ、9億8百万円(△53.1％)減少し、8億2百万円となりました。

　法人税等調整額は、前連結会計年度に比べ、2億49百万円減少し、△1億2百万円となりました。

⑥少数株主利益

　少数株主利益は、前連結会計年度に比べ、14百万円(124.8％)増加し、25百万円となりました。

⑦当期純利益

　当期純利益は、前連結会計年度に比べ、16億76百万円(△60.8％)減少し、10億81百万円となりました。

１株当たり当期純利益は前連結会計年度に比べ、48円5銭減少し、30円99銭となりました。
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(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資本の財源及び資金の流動性

　当社グループの自己資本は、前連結会計年度末に比べ、57百万円減少し、223億43百万円となりました。

一方、当連結会計年度末の有利子負債残高は、前連結会計年度末に比べ、36億12百万円増加し、122億91百万円とな

りました。この結果、デット・エクイティ・レシオ(有利子負債÷自己資本)は、0.55倍と前連結会計年度末(0.39倍)

と比べ、0.16ポイントの増加となりました。

　なお、当社グループは、営業活動における収入に加え、金融機関からの借入金、コマーシャル・ペーパー(電子ＣＰ

)の発行、売上債権の流動化(売却)、社債発行を行っている他、コミットメントラインを締結しており、将来必要な運

転資金及び設備投資資金につきましては、十分調達可能であると考えております。

②キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、47億4百万円（前年同期比22億30百万円の収入増加）となりました。こ

の内訳は、税金等調整前当期純利益18億6百万円、減価償却費29億29百万円、売上債権の減少額49億81百万円、仕入

債務の減少額△43億20百万円、法人税等の支払額△18億51百万円等であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、△63億15百万円（前年同期比25億43百万円の支出増加）となりました。

この内訳は、有形固定資産の取得による支出△61億32百万円等であります。

　

　以上により、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・

キャッシュ・フローは、△16億11百万円となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、31億22百万円（前年同期比24億98百万円の収入増加）となりました。こ

の内訳は、コマーシャル・ペーパーの増加額22億円、長期借入れによる収入28億円、長期借入金の返済による支出

△13億27百万円等であります。

　

　以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末残高と比べ、15億10百万円増加

し、23億30百万円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは、コスト競争力の強化、生産能力の強化及び品質の安定と向上を目的に、設備投資を実施しておりま

す。

　当連結会計年度の設備投資(有形固定資産及び無形固定資産の受入ベース)は、57億66百万円であり、事業の種類別セ

グメントの内容は、次のとおりであります。

(1) 包装用フィルム事業

　  古河工場ポリプロピレン(PP)無延伸フィルム製造設備の増設投資16億39百万円を行い、設備投資額は、35億

  76百万円となりました。

    なお、重要な設備の除却等はありません。

　

(2) 産業用機能性フィルム事業

　  古河工場プロテクトフィルム製造設備の増設投資16億87百万円を行い、設備投資額は、21億90百万円となりまし

た。 

　  なお、重要な設備の除却等はありません。

　また、所要資金については、自己資金及び借入金等により賄いました。
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２【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

茨城工場

(茨城県古河市)

包装用フィルム事業

産業用機能性フィルム事業

ポリプロピレン

フィルム製造設備

シリコーンコート

フィルム製造設備

2,923 4,759

123

(75)

〔12〕　

248 8,055
201

〔26〕　

古河工場

(茨城県古河市)

包装用フィルム事業

産業用機能性フィルム事業

ポリプロピレン

フィルム製造設備

産業用機能性フィ

ルム製造設備

1,352 1,154

800

(52)

〔0〕　

3,964 7,272
140

〔9〕　

浜松工場

(静岡県浜松市)
包装用フィルム事業

ポリエチレンフィ

ルム製造設備

蒸着フィルム製造

設備

ビニロンフィルム

製造設備

1,364 1,207

114

(70)

〔12〕　

287 2,973
169

〔17〕　

本社

(東京都中央区)
全社的管理業務・販売業務 その他設備 243 5

170

(7)
39 458

209

〔23〕　

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品並びに建設仮勘定の合計です。なお、金額には消費税等は含まれて

おりません。

２　上表には、貸与中の資産が含まれております。

このうち、関係会社に対して、建物、機械装置等136百万円を貸与しております。

３　土地の一部を賃借しており、年間賃借料は35百万円であります。土地の面積につきましては〔　〕で外書して

おります。

４　現在休止中の主要な設備はありません。

５　従業員数の〔　〕は、臨時雇用者数を外書きしております。

　

(2) 国内子会社

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

四国トーセロ㈱
本社兼徳島工場

(徳島県徳島市)

包装用フィルム事業

産業用機能性フィル

ム事業

フィルム

製造設備
922 1,359

250

(53)
111 2,643

108

〔10〕　

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品並びに建設仮勘定の合計です。なお、金額には消費税等は含まれて

おりません。

２　従業員数の〔　〕は、臨時雇用者数を外書きしております。

EDINET提出書類

東セロ株式会社(E00662)

有価証券報告書

19/97



３【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設等 

 　　当社グループの設備投資につきましては、需要予測、生産計画及び利益計画等を総合的に勘案し、計画策定を行っ　　　　　

ております。

　 　当連結会計年度末現在における設備投資については、コスト競争力及び生産能力の強化並びに品質の安定と向上を目

的に総額26億円を予定しており、所要資金については、自己資金及び借入金等を予定しております。

　　

重要な設備の新設等の計画は、以下のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地
事業の種類別　
セグメントの　
名称

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定
完了後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

東セロ㈱

古河工場　

茨城県

古河市　

産業用機能性

フィルム事業　

プロテクトフィルム

製造設備　
2,000 594

自己資金及び

借入金等　
平成20年5月　

平成21年10月

　

6,300

トン／年　

東セロ㈱

古河工場　

茨城県

古河市　

包装用

フィルム事業　

ポリプロピレン(PP)

無延伸フィルム

製造設備　

1,900 1,549
自己資金及び

借入金等　

平成19年12月

　
平成21年7月　

10,800

トン／年　

　(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。

 （２）重要な設備の除却等 

 重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 139,600,000

計 139,600,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月26日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,888,417 34,888,417 非上場 単元株式数500株

計 34,888,417 34,888,417 ― ―

(注)　平成21年3月26日付で上場（㈱東京証券取引所市場第二部）廃止となっております。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額

(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成17年１月28日(注)１ 4,500,000 34,900,000 1,080 3,450 1,076 2,042

平成21年３月31日(注)２ △11,583 34,888,417 － 3,450 － 2,042

(注)１　公募による新株発行(有償一般募集)

① 発行価格　　　　　　　　　508円

② 発行価額　　　　　　　 479.18円

③ 資本組入額　　　　　　　　240円

④ 払込金総額　　　　　2,156百万円

２　自己株式の消却による減少であります。

（５）【所有者別状況】

　 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数500株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

(人)
－　 5 8 77　 43 － 3,003 3,136 －

所有株式数

(単元)
－ 4,480 2,460 41,460 11,353 － 9,997 69,750 13,417

所有株式数

の割合(％)
－ 6.42 3.53 59.44 16.28 － 14.33 100.00 －

　(注)　「その他の法人」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三井化学株式会社 東京都港区東新橋１丁目５番２号 18,635 53.41

凸版印刷株式会社 東京都台東区台東１丁目５番１号 1,700 4.87

ユービーエス　エージー

ロンドン　アカウント

アイピービー　セグリゲイテッド　

クライアント　アカウント

(常任代理人 シティバンク銀行株

式会社)

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002

BASEL SWITZERLAND

(東京都品川区東品川２丁目３番14号)

1,620 4.64

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社(退職給付信託口・株式会社

巴川製紙所口)

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 1,620 4.64

野村證券株式会社　 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 918 2.63

ビービーエイチ  ルクス 

フィデリティ　ファンズ

パシフィック　ファンド

(常任代理人　株式会社三菱東京UFJ

銀行)

KANSALLIS HOUSE, PLACE DE L’

ETOILE, L-1021 LUXEMBOURG

(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

　

811

　

　

2.32

 

 

ザ　チェース　マンハッタン

バンク 385036

(常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務室)

360 N. CRESCENT DRIVE BEVERLY

HILLS, CA 90210 U.S.A.

(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

　

634 1.81

ドイチェ　バンク　アーゲー

ロンドン　610

(常任代理人　ドイツ証券株式会社)

TAUNUSANLAGE 12, D-60325

FRANKFURT AM MAIN, FEDERAL

REPUBLIC OF GERMANY

(東京都千代田区永田町２丁目11番１号)

　

537 1.54

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号

　
346 0.99

ビービーエイチ　フォー　　  　フィ

デリティー　ロープライス　ストッ

ク　ファンド

(常任代理人　株式会社三菱東京UFJ

銀行)

40 WATER STREET, BOSTON MA 02109

U.S.A.

(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

285 0.81

計 ― 27,109 77.70

 (注)１　当社は、平成21年４月１日付で株式交換により三井化学㈱の完全子会社となっております。

 ２　次の法人から、大量保有報告書の変更報告書の提出があり、次のとおり株式を保有している旨の報告(写し)を受け

ておりますが、当事業年度末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができないため、上記「大株主

の状況」では考慮しておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合(％)

報告義務発生日 

フィデリティ投信株式会社

他１社

東京都港区虎ノ門4丁目3番1号

城山トラストタワー
2,587 7.41  平成21年２月13日
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
　普通株式

34,875,000

　

69,750
―

単元未満株式
　普通株式

13,417
― １単元(500株)未満の株式

発行済株式総数 34,888,417 ― ―

総株主の議決権 ― 69,750 ―

　(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権２個)含まれており

ます。

②【自己株式等】

　 平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計

(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

（８）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 400 119,050

当期間における取得自己株式 ― ―

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 11,583 6,713,477 ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
― ― ― ―

その他

　（　　―　　）
― ― ― ―

保有自己株式数 ― ― ― ―
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３【配当政策】

(1) 利益配分の基本方針

利益配分については、

① 業績の安定的継続に基づく安定配当を行うこと

② 更に業績の向上に努力し、長期的な事業発展のための内部留保に留意しつつ、業績向上に応じた利益配分を行う

こと

を基本方針としております。

　当期の期末配当金につきましては、上記基本方針に基づき財務状況や業績の動向等を総合的に勘案し決定した普

通配当７円に、当社創業８０周年を記念して記念配当５円を加え、１株につき12円といたしました。これにより年間

の配当金は、中間配当金の７円とあわせて１株につき19円となります。また、当社は、中間配当と期末配当の年２回

の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの実施決定機関は、期末配当については株主総会、中間配

当については取締役会であります。

　なお、当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。

　当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)

平成20年10月31日

 取締役会決議
244 7

平成21年６月26日

定時株主総会決議
418 12

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第121期 第122期 第123期 第124期 第125期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 675 1,300 1,685 1,450 690

最低(円) 280 541 1,012 470 266

　(注) １　最高・最低株価は、(株)東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

２　第125期については、平成21年３月26日付で上場廃止となったことに伴い、当社株式の最終取引日である平成21

年３月25日までの株価について記載しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 465 426 417 447 340 345

最低(円) 290 300 306 339 270 266

　(注) １　最高・最低株価は、(株)東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　２　３月については、平成21年３月26日付で上場廃止となったことに伴い、当社株式の最終取引日である平成21年３

月25日までの株価について記載しております。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役

取締役社長
　 富　永　紘　一 昭和18年５月23日生

昭和40年４月 三井化学工業㈱入社

１年

(注)3
－

昭和43年10月 三井東圧化学㈱入社

平成９年６月 同社取締役経営企画本部

企画部長

平成９年10月 三井化学㈱取締役経営企画本部経

営企画部長

平成11年６月 同社常務取締役経営企画部長

平成12年５月 同社常務取締役

平成13年６月 同社専務取締役

平成15年６月 同社専務取締役機能化学品事業グ

ループ長

平成17年６月 同社代表取締役副社長

機能化学品事業グループ長

平成19年４月 同社代表取締役副社長

平成19年６月 当社代表取締役社長(現)

代表取締役

副社長
　 片　桐　幹　夫 昭和18年10月26日生

昭和41年４月 三井石油化学工業㈱(現三井化学

㈱)入社

１年

(注)3
－

平成５年６月 同社マーケットディベロップメン

トセンター特殊ポリマー部長

平成７年６月 当社企画部部長職

平成７年11月 新事業開発室長

平成９年３月 産業材営業・開発部長

平成９年６月 取締役産業材営業・開発部長

平成13年６月 常務取締役産業用フィルム

営業・開発部長

平成17年４月 常務取締役

平成17年６月 代表取締役専務取締役

平成21年６月 代表取締役副社長(現)

専務取締役
包装フィルム

事業部長
八　森　俊　己 昭和21年６月３日生

昭和49年２月 三井石油化学工業㈱(現三井化学

㈱)入社

１年

(注)3
－

平成13年６月 同社取締役大牟田工場長 

平成15年６月 同社執行役員

機能加工品事業部長

平成17年６月 同社常務執行役員

生産・技術部門副部門長

平成19年４月 同社常務執行役員

CSR（RC）委員会担当

生産・技術本部副本部長

平成19年６月 当社常務取締役

平成21年６月 専務取締役包装フィルム事業

部長（現）

常務取締役 古河工場長 吉　場　富士男 昭和21年11月28日生

昭和45年４月 東セロ商事㈱入社

１年

(注)3
－

平成10年３月 当社古河工場製造部長

平成12年４月 古河工場副工場長兼製造部長

平成13年６月 理事古河工場副工場長

兼製造部長

平成14年６月 理事浜北工場長

平成15年６月 取締役浜北工場長

平成18年６月 取締役古河工場長

平成21年６月 常務取締役古河工場長(現)

常務取締役 　 宮　脇　良　治 昭和23年12月６日生

昭和46年４月 三井石油化学工業㈱(現三井化学

㈱)入社

１年

(注)3
－

平成５年６月 当社経理部部長職

平成９年６月 経理部長

平成13年６月 経営企画部長

平成15年６月 理事経営企画部長

平成17年６月 取締役経営企画部長

平成21年６月 常務取締役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常務取締役

産業用フィルム

事業部長兼

戦略室長

長　野　理一郎 昭和23年３月27日生

昭和47年４月 三井石油化学工業㈱(現三井化学

㈱)入社

１年

(注)3
－

平成15年６月 同社機能樹脂事業グループ

企画管理部長

平成16年６月 当社常務付部長職

平成17年４月 産業用フィルム営業・開発部長

平成17年６月 取締役産業用フィルム営業・

開発部長

平成21年６月 常務取締役産業用フィルム事業部

長兼戦略室長(現)

取締役 　 井　上　善　雄 昭和39年11月８日生

昭和62年４月 ㈱日本興業銀行入行

 １年

(注)3
－

平成10年３月 ㈱巴川製紙所入社

平成11年６月 同社取締役

平成12年３月 同社常務取締役

平成13年６月 当社取締役(現)

平成14年６月 ㈱巴川製紙所代表取締役社長(現)

　 他の会社の代表状況

　 ㈱巴川製紙所代表取締役社長

取締役 生産・技術部長 益　田　哲　夫 昭和24年１月25日生

昭和47年４月 三井石油化学工業㈱(現三井化学

㈱)入社

１年

(注)3
－

平成９年４月 当社技術部長

平成14年６月 浜北工場製造部長

平成15年７月 浜北工場副工場長兼製造部長

平成17年６月 理事浜北工場副工場長兼

製造部長

平成18年７月 理事技術部長

平成19年６月 取締役技術部長

平成21年６月 取締役生産・技術部長(現)

取締役 茨城工場長 岡　本　和　彦 昭和28年３月20日生　

昭和50年４月 三井石油化学工業㈱(現三井化学

㈱)入社

１年

(注)3
－

昭和62年４月 東セロ化学㈱古河製造部課長代理

兼開発課長代理

平成10年４月 当社技術部部長職

平成14年１月 徳島トーセロフィルム㈱製造部長

平成17年４月 当社茨城工場副工場長

平成18年６月 茨城工場長

平成19年６月 理事茨城工場長

平成21年６月 取締役茨城工場長(現)

取締役 調達物流部長　 芹　生　　学　 昭和29年４月１日生　

昭和52年10月 マリーンエンタープライズ㈱入社

１年

(注)3
－

昭和62年11月

　

当社入社　

平成12年12月 海外営業部長

平成19年６月 理事調達物流部長

平成21年６月 取締役調達物流部長(現)

取締役 経理財務部長 迫　田　　正　 昭和28年５月12日生　

昭和53年４月 ㈱イトーヨーカ堂入社

１年

(注)3
－

昭和57年１月 議員秘書

昭和59年４月 ㈱岩崎マネージメントサービス入

社

昭和63年11月 当社入社

平成13年６月 経理部長

平成19年６月 理事経理財務部長

平成21年６月 取締役経理財務部長(現)

取締役　 　 平　瀬　栄　治 昭和29年３月23日生　

昭和53年４月 三井石油化学工業㈱（現三井化学

㈱）入社

１年

(注)3
－

平成７年６月 同社総務部総務グループリーダー

平成17年６月 同社人事・労制部部長補佐

平成18年９月 当社総務人事部長

平成19年６月 理事総務人事部長

平成21年６月 取締役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役　

包装フィルム事

業部副事業部長

兼包装フィルム

営業部長　

林　　　　悟　
昭和31年11月22日生　

　

昭和56年４月 ㈱東京交通新聞社入社　

１年

(注)3
－

昭和59年６月 南九州ＦＲＰ総業㈱入社

昭和61年４月 新東セロ商事㈱入社

平成15年６月

　

営業総括部長

平成19年６月 理事包装フィルム営業部長

平成21年６月 取締役包装フィルム事業部副事業

部長兼包装フィルム営業部長(現)

取締役　
開発研究

センター長　
牛　田　善　久 昭和23年11月５日生

昭和49年４月 三井石油化学工業㈱(現三井化学

㈱)入社　

１年

(注)3
－

昭和61年10月 機能材研究所電気・電子磁気機能

グループ主任研究員

平成16年６月 研究開発部門機能材料研究所長

平成19年４月 当社経営企画部部長職

平成19年８月 ピュアテクト開発室長

平成20年６月 理事ピュアテクト開発室長

平成20年６月 取締役開発研究センター長(現)

常勤監査役  小　方　彦之進 昭和22年９月９日生

昭和46年４月 三井石油化学工業㈱(現三井化学

㈱)入社

４年

(注)4
－

平成５年６月 当社企画室課長職

平成８年６月 九州支店長

平成17年６月 理事監査室長

平成19年６月 常勤監査役(現)

常勤監査役 　 石　田　　襄 昭和22年6月30日生

昭和47年４月 三井東圧化学㈱入社

４年

(注)4
－

平成15年６月 三井化学㈱執行役員機能性ポリ

マー事業部長

平成17年６月 同社常務執行役員物流部長

平成19年６月

　

同社常務執行役員SCM室長

平成20年４月

　

同社社長付

平成20年６月 当社常勤監査役(現)

監査役 　 滝　澤　英　一 昭和18年２月３日生

昭和40年４月 ㈱三井銀行(現㈱三井住友銀行)入

行

４年

(注)4
－

平成５年６月 ㈱さくら銀行(現㈱三井住友銀行)

取締役日比谷支店長

平成８年６月 同行常務取締役日本橋営業部長

平成10年４月 同行専務取締役本店営業部長　兼

東京営業部長

平成12年６月 室町殖産㈱代表取締役会長

平成13年６月 三井建設㈱(現三井住友建設㈱)代

表取締役副社長

平成15年10月 三井住友建設㈱代表取締役会長

平成17年６月 三井製糖㈱監査役(現)

平成18年６月 当社監査役(現)

計 －

　(注) １　取締役 井上善雄氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役 石田襄、滝澤英一の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　各取締役は、平成21年６月26日開催の第125回定時株主総会において選任されております。

４　各監査役は、平成20年６月27日開催の第124回定時株主総会において選任されております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) 基本的考え方

　コーポレート・ガバナンスの充実は、株主の信頼と期待に応え、企業の社会的責任を全うするための経営上の最

重要課題のひとつであると考えております。このため、常に「法令・ルールの遵守」、「経営の透明性」及び「適

正・迅速な意思決定」を目指し、重要な意思決定に当たっては社外取締役を含む取締役会、監査役も出席する常

務会など、広くかつ時宜を得て議論を行う体制を整えるとともに、監査役機能の重視、社内監査室の設置など内部

統制システムを構築しております。また、社外に対しては、株主、投資家、アナリスト、報道機関などへの適時・適

切な情報開示に努めております。

(2) 施策の実施状況

①　会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織、その他のコーポレート・ガバナンスの状況

ａ．当社は監査役制度を採用しております。

ｂ．取締役の定数と員数

  当社の取締役の定数は、定款で20名以内と定められています。平成21年6月26日現在の員数は14名でありま

す。

ｃ．社外役員の選任状況

  社外取締役は取締役14名中１名、社外監査役は監査役３名中２名であります。なお、社外監査役であった越

部　実氏は、平成20年９月30日付で辞任しております。

ｄ．業務執行・監視

　取締役会は、適正な人員と独立・客観性の強い社外取締役が加わった構成で、迅速・的確に重要な意思決定

を行うとともに取締役の職務執行を監督しております。

　常務会は、取締役会に付議すべき事項のうち事前審議を要する事項及び業務執行に関する重要事項を審議

するための機関として設置し、適正かつ効率的な意思決定が可能な体制を構築しております。なお、常務会に

は監査役が出席し、必要なときには意見を述べることができることとしております。

　監査役は、取締役会、常務会をはじめ重要会議に出席し意見を述べるなど取締役の職務執行を充分監督でき

る体制をとっております。

　子会社については、当社からの派遣監査役による監査、重要な意思決定に関する当社の承認制度等で対処し

ております。更に、顧問弁護士からは、随時、適法性に関する意見、助言を受け、公認会計士からは、定期的に会

計監査を受けております。

ｅ．監査室の設置

　コーポレート・ガバナンスの更なる充実を図るため、社長直属の内部監査部署として監査室を設置、４名を

専任とし、上記ｄに加え、当社グループの運営・管理全般に亘り監査を行っております。

ｆ．会計監査の体制

  会計監査は、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、公正不偏な立場による監査が実施されており

ます。

（業務を執行した公認会計士の氏名） 

　指定有限責任社員　業務執行社員　杉山　正治

  指定有限責任社員　業務執行社員　内田　英仁

　指定有限責任社員　業務執行社員  垂井　健

　継続監査年数については、全員7年以内のため記載を省略しております。

（監査業務に係る補助者の構成）

　公認会計士5名、会計士補等15名、合計20名
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②　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係

その他の利害関係の概要

ａ．当期末現在、社外取締役井上善雄氏が代表取締役社長に就任している㈱巴川製紙所は、実質的に当社の出資

比率4.64％を有する株主であります。

ｂ．当期末現在、社外監査役の石田襄氏は、当社の親会社である三井化学㈱の前執行役員であり、両社間には、営

業取引関係があります。なお、平成20年９月30日付で社外監査役を辞任した越部　実氏は、当社の親会社である

三井化学㈱の現執行役員であり、両者間には、営業取引関係があります。

　社外監査役　滝澤英一氏については該当事項はありません。

ｃ．当期末現在、社外監査役の石田襄氏及び滝澤英一氏は当社株式を保有しております。
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(3) 役員報酬の内容

 当連結会計年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬等は以下のとおりであります。

　 取締役 監査役

  人員数 金　額 人員数 金　額

 名 百万円 名 百万円

報　　酬 14 170 5 28

賞　　与 8 31 2 4

退職慰労引当金 14 39 5 3

合　　計
－

<1>

 240

<4>

－

 <4>

36

<19>

(注)１　上記には平成20年６月27日開催の第124回定時株主総会の時をもって退任した社外監査役１名及び平成20年

９月30日をもって辞任した社外監査役１名が含まれております。

２　取締役の報酬金額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３　報酬の支給限度額は、平成５年６月29日開催の第109回定時株主総会において取締役 月額20百万円以内（た

だし、使用人分給与は含まない）、監査役 月額３百万円以内と決議されております。

４　<　>内は社外役員の人員数及び金額であり、全体の人員数及び金額の内数であります。

(4) 責任限定契約の概要

 当期末現在、当社と社外取締役並びに常勤監査役である石田襄氏を除く社外監査役は、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責

任の限度額は、社外取締役及び社外監査役ともに同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。 

(5) 株主総会決議事項のうち取締役会で決議することができる事項

①中間配当に関する事項

　当社は、株主への安定的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によっ

て中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

　　　 ②取締役及び監査役の責任免除

  当社は、取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）が期待される役割及び

機能を発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を、法

令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款で定めております。

(6) 取締役の選任の要件

 当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

(7) 株主総会の特別決議要件

 当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

して、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件については、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － － 34 －

連結子会社 － － － －

計 － － 34 －

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月

31日)の連結財務諸表及び前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)の財務諸表については、新日本監査

法人により監査を受け、当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の連結財務諸表及び当事業年度

(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の財務諸表については、新日本有限責任監査法人により監査を受けてお

ります。

　なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人となっ

ております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 820 2,330

受取手形及び売掛金 19,957 15,024

たな卸資産 9,385 －

商品及び製品 － 7,178

仕掛品 － 1

原材料及び貯蔵品 － 1,341

繰延税金資産 533 500

その他 195 253

貸倒引当金 △86 △62

流動資産合計 30,805 26,567

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 6,763

※1
 6,982

機械装置及び運搬具（純額） ※1,※2
 6,972

※1,※2
 8,618

土地 1,350 1,350

建設仮勘定 3,736 4,237

その他（純額） ※1
 365

※1
 436

有形固定資産合計 ※4
 19,187

※4
 21,625

無形固定資産 453 380

投資その他の資産

投資有価証券 ※3
 2,233

※3
 1,494

繰延税金資産 485 1,058

その他 632 683

貸倒引当金 △32 △34

投資その他の資産合計 3,319 3,201

固定資産合計 22,960 25,207

資産合計 53,766 51,774

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,318 9,998

短期借入金 35 35

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 1,327

※1
 1,741

未払金 3,125 2,557

コマーシャル・ペーパー － 2,200

1年内償還予定の社債 － 2,000

未払法人税等 1,066 42

その他 1,740 1,743

流動負債合計 21,613 20,319
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

固定負債

社債 2,000 －

長期借入金 ※1
 5,186

※1
 6,244

退職給付引当金 2,244 2,302

役員退職慰労引当金 155 193

その他 54 236

固定負債合計 9,641 8,977

負債合計 31,255 29,297

純資産の部

株主資本

資本金 3,450 3,450

資本剰余金 2,042 2,042

利益剰余金 16,221 16,807

自己株式 △6 －

株主資本合計 21,708 22,300

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 692 42

評価・換算差額等合計 692 42

少数株主持分 109 133

純資産合計 22,510 22,476

負債純資産合計 53,766 51,774
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 66,322 63,070

売上原価 53,080 ※1
 52,369

売上総利益 13,241 10,701

販売費及び一般管理費

運賃・荷造保管費 2,683 －

運送費及び保管費 － 2,453

荷造費 － 86

貸倒引当金繰入額 4 0

給料手当及び福利費 1,902 1,844

退職給付費用 162 143

役員退職慰労引当金繰入額 39 42

研究開発費 ※2
 1,264

※2
 1,424

減価償却費 105 140

その他 2,024 1,972

販売費及び一般管理費合計 8,186 8,110

営業利益 5,054 2,591

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 37 48

持分法による投資利益 1 －

物品売却益 51 45

固定資産賃貸料 45 34

貸倒引当金戻入額 47 24

受取補償金 39 8

雑収入 45 22

営業外収益合計 269 185

営業外費用

支払利息 205 233

手形売却損 － 53

持分法による投資損失 － 6

たな卸資産評価損 80 －

たな卸資産処分損 188 －

固定資産処分損 － 45

貸与資産減価償却費 3 0

支払補償費 16 42

雑損失 114 64

営業外費用合計 609 447

経常利益 4,713 2,329
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 － 230

特別利益合計 － 230

特別損失

たな卸資産評価損 － 230

固定資産除却損 ※3
 88 －

減損損失 － ※4
 522

特別損失合計 88 753

税金等調整前当期純利益 4,625 1,806

法人税、住民税及び事業税 1,710 802

法人税等調整額 146 △102

法人税等合計 1,856 699

少数株主利益 11 25

当期純利益 2,757 1,081
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,450 3,450

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,450 3,450

資本剰余金

前期末残高 2,042 2,042

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,042 2,042

利益剰余金

前期末残高 13,883 16,221

当期変動額

剰余金の配当 △418 △488

当期純利益 2,757 1,081

自己株式の消却 － △6

当期変動額合計 2,338 586

当期末残高 16,221 16,807

自己株式

前期末残高 △5 △6

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の消却 － 6

当期変動額合計 △0 6

当期末残高 △6 －

株主資本合計

前期末残高 19,370 21,708

当期変動額

剰余金の配当 △418 △488

当期純利益 2,757 1,081

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 2,337 592

当期末残高 21,708 22,300
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 827 692

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△135 △650

当期変動額合計 △135 △650

当期末残高 692 42

少数株主持分

前期末残高 100 109

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9 23

当期変動額合計 9 23

当期末残高 109 133

純資産合計

前期末残高 20,298 22,510

当期変動額

剰余金の配当 △418 △488

当期純利益 2,757 1,081

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △125 △626

当期変動額合計 2,212 △34

当期末残高 22,510 22,476
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 4,625 1,806

減価償却費 2,950 2,929

減損損失 － 522

投資有価証券売却損益（△は益） － △230

貸倒引当金の増減額（△は減少） △69 △21

退職給付引当金の増減額（△は減少） △141 58

前払年金費用の増減額（△は増加） △27 8

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8 37

受取利息及び受取配当金 △38 △49

支払利息 205 233

持分法による投資損益（△は益） △1 6

有形固定資産除却損 106 42

ゴルフ会員権売却損益（△は益） △4 －

売上債権の増減額（△は増加） △238 4,981

たな卸資産の増減額（△は増加） △652 864

仕入債務の増減額（△は減少） △1,851 △4,320

未払消費税等の増減額（△は減少） △277 △2

その他 293 △125

小計 4,869 6,742

利息及び配当金の受取額 35 45

利息の支払額 △202 △232

法人税等の支払額 △2,228 △1,851

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,474 4,704

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,590 △6,132

投資有価証券の取得による支出 △97 △358

投資有価証券の売却による収入 － 235

貸付金の回収による収入 16 －

その他の支出 △114 △60

その他の収入 14 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,772 △6,315
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

預り金の増減額（△は減少） △20 △60

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） － 2,200

長期借入れによる収入 5,200 2,800

長期借入金の返済による支出 △4,135 △1,327

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △418 △488

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 623 3,122

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △674 1,510

現金及び現金同等物の期首残高 1,495 820

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 820

※1
 2,330
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

(1)　連結子会社の数：４社
連結子会社：四国トーセロ株式会社

　　トーセロパックス株式会社

　　トーセロ・ロジスティクス株式会社

　　トーセロスリッター株式会社

１　連結の範囲に関する事項

(1)　連結子会社の数：３社
連結子会社：四国トーセロ株式会社

　　トーセロ・ロジスティクス株式会社

　　トーセロスリッター株式会社

（追加情報）

　前連結会計年度において連結子会社であったトーセロ

パックス㈱は、平成20年4月1日付で、当社と合併し、解散

しております。

(2)　非連結子会社：新トーセロ産業株式会社
四セロ産業株式会社

(2)　非連結子会社：新トーセロ産業株式会社
四セロ産業株式会社

　上記２社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除いております。

　上記２社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲

から除いております。

２　持分法の適用に関する事項

  　持分法適用の非連結子会社数：２社

会社名：新トーセロ産業株式会社

四セロ産業株式会社

２　持分法の適用に関する事項

  　持分法適用の非連結子会社数：２社

会社名：新トーセロ産業株式会社

四セロ産業株式会社

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度は、連結決算日と一致してお　り

ます。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　同左

４　会計処理基準に関する事項

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法
４　会計処理基準に関する事項

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券：

その他有価証券

①有価証券：

その他有価証券

時価のあるもの：決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全
部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定)

時価のあるもの：同左

時価のないもの：移動平均法による原価法

②たな卸資産：移動平均法による原価法

時価のないもの：同左

②たな卸資産：移動平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）

(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

　定額法によっております。なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～50年
機械装置及び運搬具 ４年～15年

(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

同左
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

②無形固定資産

　定額法によっております。なお、自社利用のソフト

ウエアについては、社内における利用可能期間(５年
)に基づく定額法を採用しております。

　　　　　　　　─────────

②無形固定資産（リース資産を除く）

同左

③リース資産(所有権移転外ファイナンス・リース取引)

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取

引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

(3)　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(3)　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

同左

②退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法によ
り費用処理をしております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)
による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしております。

②退職給付引当金

同左

③役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。

③役員退職慰労引当金

同左

(4)　重要なリース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

　　　　　　　　─────────
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(5)　重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては特例処理を採用しており

ます。

　　　　　　　　─────────

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

金利スワップ 　 長期借入金

 

③ヘッジ方針

　金利スワップについては、長期借入金の支払利息

を固定化するために行っております。

 

④ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについてはヘッジ手段とヘッジ対象

の重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及

びその後も継続してキャッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定することができるため、

ヘッジ有効性の判定は省略しております。

 

(6)　その他連結財務諸表作成のための重要な事項
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(4)　その他連結財務諸表作成のための重要な事項
同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれんは、発生年度より実質的判断による年数の見積

もりが可能なものはその見積もり年数で、その他につい

ては５年間で定額法により償却しております。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び
現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（有形固定資産の減価償却の方法）

　当連結会計年度より、平成19年4月1日以降に取得した有
形固定資産については、改正後の法人税法に基づき、残存

価額を零として備忘価額1円まで償却する方法にしており
ます。

　なお、この変更による営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益に与える影響は軽微であります。

　また、セグメント情報に与える影響は軽微であります。

　　　　　　　　　─────────

　　　　　　　───────── （棚卸資産の評価に関する会計基準）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、移動平均法による原価法によっておりましたが、当

連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日公表分）が

適用されたことに伴い、移動平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しております。

これにより、売上原価を506百万円計上するとともに、期

首在庫分については、特別損失（たな卸資産評価損）に

230百万円を計上しております。

この結果、営業利益及び経常利益は506百万円、税金等調

整前当期純利益は737百万円それぞれ減少しておりま

す。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

　　　　　　　───────── （リース取引に関する会計基準）

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13

号（平成5年6月17日（企業会計審議会第一部会）、平成

19年3月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年

1月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成

19年3月30日改正))が適用されたことに伴い、当連結会計

年度より、同会計基準及び同適用指針を適用しておりま

す。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が同会計基準及び同適用指針の適用初年度

開始後のリース取引（少額リース以外）については、該

当ありません。　

また、セグメント情報に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

――――――――　 （連結貸借対照表関係）

　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成20年8
月7日内閣府令第50号)が適用となることに伴い、前連結会
計年度において、「たな卸資産」として掲記されていたも

のは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連

結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」

「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ7,942百万
円、5百万円、1,438百万円であります。

――――――――　 （連結損益計算書関係）

　前連結会計年度において営業外費用の「雑損失」に含め

ていた「手形売却損」及び「固定資産処分損」は、営業外

費用の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲
記いたしました。

　なお、前連結会計年度において「雑損失」に「手形売却

損」(42百万円)及び「固定資産処分損」(18百万円)が含ま
れております。　　
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【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 （有形固定資産の減価償却の方法）

　当連結会計年度より、平成19年3月31日以前に取得した有

形固定資産（機械装置を除く）については、改正後の法人

税法に基づき、取得価額の5％相当額に到達した翌連結会

計年度より、取得価額の5％相当額と備忘価額1円の差額を

5年間で均等償却する方法にしております。

　なお、この変更による営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益に与える影響は軽微であります。

 ――――――――　
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりです。

建物及び構築物
      167百万

円

機械装置及び運搬具   34百万円

その他   3百万円

計    204百万円

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりです。

建物及び構築物
      155百万

円

機械装置及び運搬具     36百万円

その他    6百万円

計
      198百万

円

担保付債務は次のとおりです。

長期借入金

(１年以内返済を含む)
    80百万円

担保付債務は次のとおりです。

長期借入金

(１年以内返済を含む)
      70百万円

※２　徳島県補助金交付規則にもとづく企業立地促進補助

金により取得価額より直接控除した圧縮額

機械装置及び運搬具    185百万円

※２　徳島県補助金交付規則にもとづく企業立地促進補助

金により取得価額より直接控除した圧縮額

機械装置及び運搬具
      185百万

円

※３　非連結子会社及び関連会社に対する出資の明細

投資有価証券

株式   40百万円

※３　非連結子会社及び関連会社に対する出資の明細

投資有価証券

株式     34百万円

※４　減価償却累計額                  45,732百万円

 

※４　減価償却累計額                  46,192百万円

 

　５　偶発債務

(保証債務)

従業員(住宅資金等)
   20百万

円

　５　偶発債務

(保証債務)

従業員(住宅資金等)
   16百万

円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　　　　　　　　───────── ※１  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。

　     506百万円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費

　     1,264百万円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費

　     1,424百万円

※３　固定資産除却損の内訳は下記のとおりです。

建物及び構築物       88百万円

計     88百万円

　　　　　　　　─────────

　　　　　　　───────── ※４　減損損失

　(1) グルーピングの方法

  当社グループは減損会計の適用にあたっては、原則と

して工場ごとにグルーピングを実施しております。ただ

し、一部の工場については、包装用フィルム事業と産業

用機能性フィルム事業にさらに細分化してグルーピン

グを実施し、減損の兆候を判定しております。また、貸与

資産及び遊休資産については個々の資産ごとに、減損の

兆候を判定しております。

　(2) 減損損失を認識するに至った経緯

　当連結会計年度は、ビニロンフィルム事業の事業譲渡

契約締結に伴い、譲渡資産（譲渡対象資産）及び貸与資

産（事業譲渡後、譲渡先に貸与する資産）について回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に計上して

おります。また、貸与資産については、貸与期間終了後、

撤去予定であり、解体撤去費用他を減損損失に計上して

おります。

　(3) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、譲渡資産については正味売却価額、貸

与資産については使用価値により測定しております。

用途 所在地
種類及び減損損失額

（百万円）

譲渡資産 静岡県浜松市　 機械装置他　　　　　153　

貸与資産 静岡県浜松市　

建物及び構築物　　　161　

機械装置及び運搬具　 59　

有形固定資産(その他)　8

解体撤去費用他　　　140　

  合計　　　　　　　　369　
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

 株式数(株)
当連結会計年度

 増加株式数(株)
当連結会計年度

 減少株式数(株)
当連結会計年度末

 株式数(株)

発行済株式     

普通株式 34,900,000 － － 34,900,000

自己株式     

普通株式 10,383 800 － 11,183

(注) 自己株式数の増加800株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり

 配当額(円) 基準日 効力発生日

平成19年6月28日

 定時株主総会
普通株式 209 6 平成19年3月31日 平成19年6月29日

平成19年11月6日

 取締役会
普通株式 209 6 平成19年9月30日 平成19年12月5日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの　

 次のとおり、決議しております。

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(百万円) 配当の原資
１株当たり

 配当額(円) 基準日 効力発生日

平成20年6月27日

 定時株主総会
普通株式 244 利益剰余金 7 平成20年3月31日 平成20年6月30日

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

 株式数(株)
当連結会計年度

 増加株式数(株)
当連結会計年度

 減少株式数(株)
当連結会計年度末

 株式数(株)

発行済株式     

普通株式 34,900,000 － 11,583 34,888,417

自己株式     

普通株式 11,183 400 11,583 －

(注) 自己株式数の増加400株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

発行済株式数及び自己株式数の減少11,583株は、自己株式の消却によるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円) 配当の原資　
１株当たり

 配当額(円) 基準日 効力発生日

平成20年6月27日

 定時株主総会
普通株式 244 利益剰余金 7 平成20年3月31日 平成20年6月30日

平成20年10月31日

 取締役会
普通株式 244 利益剰余金 7 平成20年9月30日 平成20年12月4日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの　

 次のとおり、決議しております。
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（決議） 株式の種類
配当金の総額

(百万円) 配当の原資
１株当たり

 配当額(円) 基準日 効力発生日

平成21年6月26日

 定時株主総会
普通株式 418 利益剰余金 12 平成21年3月31日 平成21年6月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定        820百万円

現金及び現金同等物 820百万円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成21年３月31日現在)

現金及び預金勘定      2,330百万円

現金及び現金同等物    2,330百万円

EDINET提出書類

東セロ株式会社(E00662)

有価証券報告書

52/97



（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

　

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

　

期末残高
相当額
　

(百万円)
建物

及び構築物
  9　   8　   1

機械装置

及び運搬具
  605　   414　   191

有形固定資産

その他
  252　   142　   110

無形固定資産    25　   12　    13

合計   894　   578　   315

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

　

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

　

期末残高
相当額
　

(百万円)
建物

及び構築物
―　　 ―　　 ―　

機械装置

及び運搬具
364　　 248　　 116　

有形固定資産

その他
237　　 175　　 62　

無形固定資産 25　　 17　　 8　

合計 627　　 440　　 186　

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。

同左

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内       128百万円

１年超       186百万円

合計       315百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内         86百万円

１年超     100百万円

合計 186百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利子込み法」により

算定しております。

同左

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料       151百万円

減価償却費相当額       151百万円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 128百万円

減価償却費相当額 128百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度(平成20年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

株式 937 2,100 1,163

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

株式 10 8 △1

合計 947 2,109 1,161

　（注）　当社グループは、減損処理にあたり、期末日における時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄について全て

減損処理を行い、30％以上50％未満下落した銘柄には、時価の回復可能性が認められないと判断される場合、減

損処理することとしております。

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券  

非上場株式 84

合計 84

当連結会計年度(平成21年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

株式 161 472 310

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

株式 1,138 903 △235

合計 1,300 1,375 75

　（注）　当社グループは、減損処理にあたり、期末日における時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄について全て

減損処理を行い、30％以上50％未満下落した銘柄には、時価の回復可能性が認められないと判断される場合、減

損処理することとしております。

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

235 230 0

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券  

非上場株式 84

合計 84
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　取引の内容

　当社において金利スワップ取引を利用しております。

　当社グループは、デリバティブ取引を利用していないた

め、該当事項はありません。

　

２　取引に対する取組方針及び利用目的

　変動金利支払の借入金の利息を固定化する目的でデリ

バティブ取引を利用しており、投機的な取引は行わない

方針であります。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

　

　

①　ヘッジ会計の方法

　金融商品に係る会計基準注解14の金利スワップの特

例処理によっております。

 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　変動金利の借入金に対しての利息を対象として金利

スワップ取引を行っております。

 

③　ヘッジ方針

　金利リスクの低減ならびに金融収支改善のため、特

例処理におけるヘッジ会計の要件を満たす範囲内で、

ヘッジを行っております。

 

④　ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理による金利スワップのみであり、有効性の

評価を省略しております。

 

３　取引に係るリスクの内容

　市場金利の変動によるリスクを有しておりますが、資

金調達に係るヘッジ取引であるため、当該評価損益が直

接に損益として影響するものではありません。

　また、相手方は信用度の高い国内の金融機関であるた

め、相手方の契約不履行から生じる信用リスクは非常に

少ないと判断しております。

　

　

４　取引に係るリスクの管理体制

　デリバティブ取引の管理については当社の経理財務部

で行っており、社内手続きにより承認を受けておりま

す。

　

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(平成20年３月31日)

　デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いております。

当連結会計年度(平成21年３月31日)

　当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

  当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けています。なお、連結子会社２

社は退職一時金制度を設けているほか、連結子会社２社

は中小企業退職金共済制度に加入しております。

  また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場

合があります。

  なお、提出会社において退職給付信託を設定しており

ます。

１　採用している退職給付制度の概要

  当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けておりましたが、適格退職年金

制度については、平成21年１月１日より確定給付企業年

金制度に移行しております。なお、連結子会社１社は退

職一時金制度を設けているほか、連結子会社２社は中小

企業退職金共済制度に加入しております。

  また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場

合があります。

  なお、提出会社において退職給付信託を設定しており

ます。

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △4,470百万円

ロ　年金資産 1,967

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △2,503

ニ　未認識数理計算上の差異 634

ホ　未認識過去勤務債務(債務の減額) △11

ヘ　連結貸借対照表計上額純額

(ハ＋ニ＋ホ）
△1,880

ト　前払年金費用  363

チ　退職給付引当金(ヘ－ト) △2,244

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務  △4,546百万円

ロ　年金資産 1,631

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △2,915　

ニ　未認識数理計算上の差異 887　

ホ　未認識過去勤務債務 80　

ヘ　連結貸借対照表計上額純額

(ハ＋ニ＋ホ）
△1,947

ト　前払年金費用 355　

チ　退職給付引当金(ヘ－ト) △2,302

（注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法

を採用しております。

（注）　　　　　　　　 同左

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用      280百万円

ロ　利息費用  101

ハ　期待運用収益 △45

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 58

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △3

ヘ　その他 6

ト　退職給付費用

(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)
396

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用      250百万円

ロ　利息費用 　100

ハ　期待運用収益 　△40

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 111　

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △1　

ヘ　その他 6　

ト　退職給付費用

(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)
427　

（注）１　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「イ　勤務費用」に計上しております。

（注）１　　　　　　　 同左

２　中小企業退職金共済制度に加入している連結子

会社の拠出額は「へ　その他」に含まれており

ます。

２　　　　　　　 同左

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 　　 2.5％

ハ　期待運用収益率 　 2.5％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 10年

   (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法によります)

ホ　数理計算上の差異の処理年数 　10年

   (各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 　　 2.5％

ハ　期待運用収益率 　 2.5％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 10年

   (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法によります)

ホ　数理計算上の差異の処理年数 　10年

   (各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。)
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(繰延税金資産)  

退職給付引当金損金算入限度超過額    835百万円

減価償却費損金算入限度超過額 502

未払賞与 296

ゴルフ会員権評価損 103

未払事業税 85

役員退職慰労引当金 63

貸倒引当金損金算入限度超過額 44

その他 168

繰延税金資産小計 2,099

評価性引当額 △132

繰延税金資産合計 1,966

(繰延税金負債)  

固定資産圧縮積立金 △477

その他有価証券評価差額金 △468

 その他 △0

繰延税金負債合計 △947

繰延税金資産の純額 1,019

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(繰延税金資産)  

退職給付引当金損金算入限度超過額     861百万円

減価償却費損金算入限度超過額 401

未払賞与 303

減損損失 214

ゴルフ会員権評価損 107

役員退職慰労引当金 78

貸倒引当金損金算入限度超過額 39

その他 150

繰延税金資産小計 2,156

評価性引当額 △138

繰延税金資産合計 2,018

(繰延税金負債)  

固定資産圧縮積立金 △426

その他有価証券評価差額金 △32

その他 △0

繰延税金負債合計 △459

繰延税金資産の純額 1,558

（注）　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

流動資産―繰延税金資産   533百万円

固定資産―繰延税金資産   485百万円

（注）　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

流動資産―繰延税金資産    500百万円

固定資産―繰延税金資産  1,058百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下でありま

すので、注記は省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

同左
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
包装用

フィルム事業
(百万円)

産業用機能性
フィルム事業

(百万円)
合計

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

１　外部顧客に対する売上高 51,594 14,728 66,322 － 66,322

２　セグメント間の内部売上高

又は振替高
9 － 9 (9) －

計 51,604 14,728 66,332 (9) 66,322

営業費用 50,261 11,015 61,277 (9) 61,267

営業利益 1,342 3,712 5,054 － 5,054

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出      

資産 39,404 11,351 50,756 3,010 53,766

減価償却費 2,275 675 2,950 － 2,950

資本的支出 2,327 2,579 4,906 － 4,906

（注）１　事業区分は製品の使用目的の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業の主な製品

(1)包装用フィルム事業　　　…ポリプロピレンフィルム、ポリエチレンフィルム、蒸着フィルム、ビニロンフィル

ム等

(2)産業用機能性フィルム事業…シリコーンコートフィルム、TPXフィルム、プロテクトフィルム、熱接着性フィ

ルム、生分解性フィルム等

３　全ての営業費用は各セグメントに配賦されているため配賦不能営業費用はありません。

４  資産のうち、「消去又は全社」に含めた全社資産の主な内容は下記のとおりであります。

当連結会計年度
(百万円) 主な内容

3,013
提出会社及び連結子会社の現預金、長期投資資金(関係会社株式

を除く投資有価証券)

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　
包装用

フィルム事業
(百万円)

産業用機能性
フィルム事業

(百万円)
合計

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

１　外部顧客に対する売上高 54,585 8,485 63,070 － 63,070

２　セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 54,585 8,485 63,070 － 63,070

営業費用 52,221 8,257 60,479 － 60,479

営業利益 2,363 227 2,591 － 2,591

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出      

資産 41,321 6,662 47,983 3,790 51,774

減価償却費 2,158 771 2,929 － 2,929
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包装用

フィルム事業
(百万円)

産業用機能性
フィルム事業

(百万円)
合計

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

減損損失　 522 － 522 － 522

資本的支出 3,576 2,190 5,766 － 5,766

（注）１　事業区分は製品の使用目的の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業の主な製品

(1)包装用フィルム事業　　　…ポリプロピレンフィルム、ポリエチレンフィルム、蒸着フィルム、ビニロンフィル

ム等

(2)産業用機能性フィルム事業…シリコーンコートフィルム、TPXフィルム、プロテクトフィルム、熱接着性フィ

ルム、生分解性フィルム等

３　全ての営業費用は各セグメントに配賦されているため配賦不能営業費用はありません。

４  資産のうち、「消去又は全社」に含めた全社資産の主な内容は下記のとおりであります。

当連結会計年度
(百万円) 主な内容

3,790
提出会社及び連結子会社の現預金、長期投資資金(関係会社株式

を除く投資有価証券)

５　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第9号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。

　これにより、当連結会計年度の営業利益が包装用フィルム事業において290百万円、産業用機能性フィルム事業

において216百万円減少しています。　

６　営業費用の配賦方法の変更　

　  当社の研究開発費及び管理部門に係わる共通費用については、「各事業の売上高比」で配賦しておりましたが、

当連結会計年度より、経営成績をより適正に反映させるために、研究開発費については、「各事業テーマ従事人員

比（研究部門）」、管理部門に係わる共通費用については、「各事業の人員比」に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合と比較して、包装用フィルム事業においては、営業費用が669百万円減少、営

業利益が同額増加し、産業用機能性フィルム事業においては、営業費用が669百万円増加、営業利益が同額減少し

ております。
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【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成20年４月１日　至 平

成21年３月31日)

　提出会社及び連結子会社は日本国内に所在しているので、該当ありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成20年４月１日　至 平

成21年３月31日)

　海外売上高は連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

Ⅰ　前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

  １　兄弟会社等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金

(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

の子会

社

㈱プライ

ムポリマ

－

東京都

港区
20,000

ポリオレ

フィンの製

造、販売

      ― ―

主原料で

ある合成

樹脂の購

入先

営

業

取

引

原材料等

の仕入
19,458

支払手

形及び

買掛金

7,093

 (1) 取引条件ないし取引条件の決定方針

  　 市場価格等を勘案して、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

 (2) 取引金額には、消費税等を含んでいません。

 (3) 期末残高には、消費税等を含んでおります。

　

  ２　役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金

(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及

びその

近親者

井上善雄 ― ―

当社取締役

㈱巴川製紙

所

代表取締役

社長

(被所有)

直接　0.6
― 　　―

営

業

取

引

※㈱巴川

製紙所へ

の製品販

売

17

受取手

形及び

売掛金

0

 (1) 取引条件ないし取引条件の決定方針

     市場価格等を勘案して、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

 (2) 取引金額には、消費税等を含んでいません。

 (3) 期末残高には、消費税等を含んでおります。

 (4) ※の取引は、第三者(㈱巴川製紙所)の代表者として行った取引です。

　

Ⅱ　当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　(追加情報)

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準第11号　平成18年10月17日)及び「関連当

事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日)を適用しております。

　

  １　関連当事者との取引

　　(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　① 連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金

(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

をもつ

会社

㈱プライム

ポリマ－

東京都

港区
20,000

ポリオレフィン

の製造、販売
      ―

主原料である合

成樹脂の購入先

原材料等の

仕入
20,752

支払手

形及び

買掛金

5,989

  1) 取引条件ないし取引条件の決定方針

  　 市場価格等を勘案して、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

  2) 取引金額には、消費税等を含んでいません。

  3) 期末残高には、消費税等を含んでおります。

　

　　(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　① 連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等
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種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金

(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

をもつ

会社

㈱プライム

ポリマ－

東京都

港区
20,000

ポリオレフィン

の製造、販売
      ―

主原料である合

成樹脂の購入先

原材料等の

仕入
3,546

支払手

形及び

買掛金

818

  1) 取引条件ないし取引条件の決定方針

     市場価格等を勘案して、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

  2) 取引金額には、消費税等を含んでいません。

  3) 期末残高には、消費税等を含んでおります。

　

  ２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　(1) 親会社情報

        三井化学㈱(東京証券取引所に上場)
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 642.07円

１株当たり当期純利益  79.04円

１株当たり純資産額       640.43円

１株当たり当期純利益       30.99円

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

　　　　２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　
前連結会計年度

(平成20年３月31日）
当連結会計年度

(平成21年３月31日）

純資産の部の合計額 (百万円) 22,510 22,476

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 109 133

(うち少数株主持分） 　 (109) (133)　

普通株式に係る当期末の純資産額 (百万円) 22,401 22,343

1株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数
(千株) 34,888 34,888

 　　　　３　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益 (百万円) 2,757 1,081

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 2,757 1,081

普通株式の期中平均株式数 (千株) 34,889 34,888
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高

(百万円)
当期末残高

(百万円)
利率
(％) 担保 償還期限

東セロ㈱
東セロ㈱

第５回無担保社債

平成16年

６月11日
2,000

2,000

(2,000)
1.26 なし

平成21年

６月11日

　(注) １　(　)内は、１年以内の償還予定額であります。

　　　 ２  連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

2,000 － － － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高

(百万円)
当期末残高

(百万円)
平均利率

(％) 返済期限

短期借入金 35 35 1.38 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,327 1,741 1.44 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金

 (１年以内に返済予定のものを除く。)
5,186 6,244 1.51

  平成22年6月～

平成27年12月

リース債務

 (１年以内に返済予定のものを除く。)
－ － － －

その他有利子負債     

コマーシャル・ペーパー

　(1年以内返済予定)
－ 2,200 0.65 －

資金預り金(東セロ共済会口他) 130 70 0.56 －

合計 6,679 10,291 － －

　（注）１　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおり

であります。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 1,641 1,530 1,366 1,312

（２）【その他】

　当連結会計年度における四半期情報

 
第１四半期

(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

第２四半期
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

第３四半期
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

第４四半期
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 （百万円） 16,548 17,522 16,612 12,387

税金等調整前四半期純利

益又は税金等調整前四半

期純損失(△)

（百万円） 1,114 1,521 1,157 △1,987

四半期純利益又は四半期

純損失(△)
（百万円） 600 958 683 △1,160

１株当たり四半期純利益

又は1株当たり四半期純

損失(△)

（円） 17.21 27.47 19.59 △33.27
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 491 2,184

受取手形 4,054 2,734

売掛金 ※2
 15,611 11,980

商品 118 －

製品 6,775 －

半製品 611 －

原材料 911 －

商品及び製品 － 6,747

仕掛品 5 1

貯蔵品 247 －

原材料及び貯蔵品 － 1,071

前払費用 27 48

関係会社短期貸付金 507 563

繰延税金資産 466 439

未収入金 ※1
 284

※1
 369

その他 28 3

貸倒引当金 △83 △62

流動資産合計 30,057 26,081

固定資産

有形固定資産

建物 9,520 9,953

減価償却累計額 △4,586 △4,709

建物（純額） 4,933 5,243

構築物 1,577 1,607

減価償却累計額 △940 △967

構築物（純額） 637 639

機械及び装置 37,969 39,513

減価償却累計額 △32,624 △32,417

機械及び装置（純額） 5,344 7,095

車両運搬具 258 271

減価償却累計額 △229 △239

車両運搬具（純額） 29 31

工具、器具及び備品 967 1,041

減価償却累計額 △719 △735

工具、器具及び備品（純額） 247 305

土地 1,209 1,209

建設仮勘定 3,523 4,233

有形固定資産合計 15,926 18,760
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

無形固定資産

借地権 7 7

ソフトウエア 417 341

施設利用権 0 0

無形固定資産合計 424 349

投資その他の資産

投資有価証券 2,192 1,459

関係会社株式 912 864

関係会社長期貸付金 74 280

破産更生債権等 4 3

長期前払費用 17 67

差入保証金 220 207

前払年金費用 363 355

繰延税金資産 284 882

その他 － 40

貸倒引当金 △32 △34

投資その他の資産合計 4,037 4,127

固定資産合計 20,388 23,236

資産合計 50,446 49,318

負債の部

流動負債

買掛金 ※2
 14,016

※2
 9,870

1年内返済予定の長期借入金 822 1,327

コマーシャル・ペーパー － 2,200

1年内償還予定の社債 － 2,000

未払金 2,869 2,422

未払費用 ※2
 1,955 1,635

未払法人税等 923 －

前受金 1 75

預り金 211 352

その他 41 42

流動負債合計 20,842 19,926

固定負債

社債 2,000 －

長期借入金 4,155 5,628

退職給付引当金 1,838 1,936

役員退職慰労引当金 155 193

その他 51 234

固定負債合計 8,201 7,992

負債合計 29,043 27,918
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,450 3,450

資本剰余金

資本準備金 2,042 2,042

資本剰余金合計 2,042 2,042

利益剰余金

利益準備金 412 412

その他利益剰余金

配当引当積立金 220 220

圧縮積立金 697 622

別途積立金 11,010 12,810

繰越利益剰余金 2,883 1,799

利益剰余金合計 15,222 15,864

自己株式 △6 －

株主資本合計 20,709 21,357

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 692 42

評価・換算差額等合計 692 42

純資産合計 21,402 21,399

負債純資産合計 50,446 49,318
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 ※1
 64,753

※1
 62,128

売上原価

商品及び製品期首たな卸高 6,988 7,505

合併による製品受入高 － 31

当期製品製造原価 ※3
 43,228

※3
 41,301

当期商品及び製品仕入高 ※3
 11,197

※3
 11,234

合計 61,414 60,071

他勘定振替高 ※4
 1,243

※4
 1,176

商品及び製品期末たな卸高 7,505 6,747

売上原価合計 52,665 ※2
 52,147

売上総利益 12,088 9,981

販売費及び一般管理費

運賃・荷造保管費 2,625 －

運送費及び保管費 － 2,466

荷造費 － 63

役員報酬 200 198

給料手当及び福利費 1,334 1,419

退職給付費用 150 136

役員退職慰労引当金繰入額 39 42

研究開発費 ※5
 1,239

※5
 1,405

減価償却費 101 136

再処理費用 277 249

その他 1,689 1,738

販売費及び一般管理費合計 ※3
 7,658

※3
 7,857

営業利益 4,429 2,124

営業外収益

受取利息 10 12

受取配当金 ※3
 120

※3
 131

物品売却益 － 40

固定資産賃貸料 ※3
 127

※3
 99

貸倒引当金戻入額 42 24

受取補償金 15 12

業務受託料 ※3
 55 －

雑収入 59 15

営業外収益合計 431 336
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業外費用

支払利息 138 173

社債利息 25 25

コマーシャル・ペーパー利息 16 17

手形売却損 － 53

たな卸資産評価損 80 －

たな卸資産処分損 152 －

支払補償費 17 43

貸与資産減価償却費 21 16

雑損失 180 114

営業外費用合計 632 444

経常利益 4,228 2,016

特別利益

投資有価証券売却益 － 230

抱合せ株式消滅差益 － 176

特別利益合計 － 406

特別損失

たな卸資産評価損 － 221

固定資産除却損 ※6
 88 －

減損損失 － ※7
 522

特別損失合計 88 744

税引前当期純利益 4,140 1,678

法人税、住民税及び事業税 1,488 672

法人税等調整額 123 △130

法人税等合計 1,612 541

当期純利益 2,527 1,136

EDINET提出書類

東セロ株式会社(E00662)

有価証券報告書

69/97



【製造原価明細書】

　 　
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

科目
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％)　 金額(百万円) 構成比

(％)　

Ⅰ　材料費 　  33,649 77.9  31,418 76.1

Ⅱ　労務費 　  3,822 8.8  3,972 9.6

Ⅲ　経費 　       

１　支払電力料 　 1,539   1,658   

２　減価償却費 　 1,979   1,919   

３　修繕・消耗工具器具備品費 　 970   1,051   

４　外注加工費 　 816   802   

５　その他 　 450 5,756 13.3 474 5,906 14.3

当期総製造費用 　  43,227 100.0  41,297 100.0

期首仕掛品棚卸高 　  5   5  

合計 　  43,233   41,302  

期末仕掛品棚卸高 　  5   1  

当期製品製造原価 　  43,228   41,301  

　(注) 原価計算の方法は、総合原価計算方式を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,450 3,450

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,450 3,450

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,042 2,042

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,042 2,042

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 412 412

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 412 412

その他利益剰余金

配当引当積立金

前期末残高 220 220

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 220 220

圧縮積立金

前期末残高 771 697

当期変動額

圧縮積立金の取崩 △74 △74

当期変動額合計 △74 △74

当期末残高 697 622

別途積立金

前期末残高 9,210 11,010

当期変動額

別途積立金の積立 1,800 1,800

当期変動額合計 1,800 1,800

当期末残高 11,010 12,810

繰越利益剰余金

前期末残高 2,499 2,883

当期変動額

圧縮積立金の取崩 74 74

別途積立金の積立 △1,800 △1,800

剰余金の配当 △418 △488

当期純利益 2,527 1,136

自己株式の消却 － △6

当期変動額合計 383 △1,084

当期末残高 2,883 1,799
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 13,113 15,222

当期変動額

圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △418 △488

当期純利益 2,527 1,136

自己株式の消却 － △6

当期変動額合計 2,109 641

当期末残高 15,222 15,864

自己株式

前期末残高 △5 △6

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の消却 － 6

当期変動額合計 △0 6

当期末残高 △6 －

株主資本合計

前期末残高 18,600 20,709

当期変動額

剰余金の配当 △418 △488

当期純利益 2,527 1,136

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 2,108 647

当期末残高 20,709 21,357

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 828 692

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△135 △650

当期変動額合計 △135 △650

当期末残高 692 42

純資産合計

前期末残高 19,429 21,402

当期変動額

剰余金の配当 △418 △488

当期純利益 2,527 1,136

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △135 △650

当期変動額合計 1,972 △2

当期末残高 21,402 21,399
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【重要な会計方針】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

　　　　 原価は移動平均法により算定)

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～47年

機械及び装置 ４年～15年

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

同左

(2) 無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアは、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。

　　　　　　　　─────────

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

同左

　

　
　

(3) リース資産(所有権移転外ファイナンス・リース取引)

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関す

る会計基準」の適用初年度開始前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

 

EDINET提出書類

東セロ株式会社(E00662)

有価証券報告書

73/97



前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討して計上して

おります。

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を

計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費

用処理をしております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定

額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。

(2) 退職給付引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く当事業年度末要支給額を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

５　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

　　　　　　　　─────────

６　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては特例処理を採用しておりま

す。

　　　　　　　　─────────

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

金利スワップ 　 長期借入金

 

(3) ヘッジ方針

　金利スワップについては、長期借入金の支払利息を

固定化するために行っております。

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについてはヘッジ手段とヘッジ対象の

重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びそ

の後も継続してキャッシュ・フロー変動を完全に相

殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効

性の判定は省略しております。

 

７　その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

５　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　　　　　　　　　同左
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【会計処理の変更】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 （有形固定資産の減価償却の方法）

　当事業年度より、平成19年4月1日以降に取得した有形固
定資産については、改正後の法人税法に基づき、残存価額

を零として備忘価額1円まで償却する方法にしておりま
す。

　なお、この変更による営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益に与える影響は軽微であります。

　　　　　　　　 ─────────

 　　　　　　　───────── （棚卸資産の評価に関する会計基準）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、移動平均法による原価法によっておりましたが、当

事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第9号　平成18年7月5日公表分）が適用

されたことに伴い、移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）により算定しております。

これにより、売上原価を457百万円計上するとともに、期

首在庫分については、特別損失（たな卸資産評価損）に

221百万円を計上しております。

この結果、営業利益及び経常利益は457百万円、税引前当

期純利益は679百万円それぞれ減少しております。

 　　　　　　　───────── （リース取引に関する会計基準）

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13

号（平成5年6月17日（企業会計審議会第一部会）、平成

19年3月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年

1月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成

19年3月30日改正))が適用されたことに伴い、当事業年度

より、同会計基準及び同適用指針を適用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が同会計基準及び同適用指針の適用初年度

開始後のリース取引については、該当ありません。　
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【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

――――――――　 （損益計算書関係）

　前事業年度において営業外収益の「雑収入」に含めてい

た「物品売却益」は、営業外収益の100分の10を超えたた
め、当事業年度より区分掲記いたしました。

　なお、前事業年度において「雑収入」に「物品売却益」

(32百万円)が含まれております。
　前事業年度において営業外費用の「雑損失」に含めてい

た「手形売却損」は、営業外費用の100分の10を超えたた
め、当事業年度より区分掲記いたしました。

　なお、前事業年度において「雑損失」に「手形売却損」

(42百万円)が含まれております。

【追加情報】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (有形固定資産の減価償却の方法)

　当事業年度より、平成19年3月31日以前に取得した有形固

定資産（機械及び装置を除く）については、改正後の法人

税法に基づき、取得価額の5％相当額に到達した翌事業年

度より、取得価額の5％相当額と備忘価額1円の差額を5年

間で均等償却する方法にしております。

　なお、この変更による営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益に与える影響は軽微であります。

　　　　　　　　　─────────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

※１　未収消費税等は、流動資産の未収入金に含めて表示

しております。

※１　未収消費税等は、流動資産の未収入金に含めて表示

しております。

※２　関係会社に対する資産及び負債

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは、次のとおりであります。

売掛金   1,297百万円

買掛金   2,556百万円

未払費用 693百万円

※２　関係会社に対する資産及び負債

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは、次のとおりであります。

買掛金 1,757百万円

　３　偶発債務

(保証債務)

四国トーセロ㈱(長期借入金)   1,335百万円

従業員(住宅資金等) 20百万円

トーセロスリッター㈱

(リース取引)
3百万円

計   1,359百万円

　３　偶発債務

(保証債務)

四国トーセロ㈱(長期借入金)     893百万円

従業員(住宅資金等)   16百万円

計     909百万円

(保証予約)

トーセロ・ロジスティクス㈱

(長期借入金)
    80百万円

(当社の負担割合に基づく

 保証予約)
(48百万円)

(保証予約)

トーセロ・ロジスティクス㈱

(長期借入金)
     70百万円

(当社の負担割合に基づく

 保証予約)
(42百万円)

４　財務上の特約 ４　財務上の特約

    平成16年６月11日発行の第５回無担保社債に下記

の条項が付されております。 

　　本社債の未償還残高が存する限り、当社が国内で既に

発行した、又は国内で今後発行する他の無担保社債(但

し、当社の財務指標に一定の事由が生じた場合に期限

の利益を喪失する旨の特約を解除するために担保権

を設定する旨の特約又は自らいつでも担保権を設定

する事が出来る特約がされている無担保社債、並びに

会社合併により被合併会社の担保附社債を承継する

場合を除く)のために、担保提供を行う場合には、本社

債のためにも担保附社債信託法に基づき、当該資産の

上に同順位の担保権を設定する。

同左
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　製品売上高 59,195百万円
商品売上高   5,558百万円

※１　製品売上高    56,893百万円
商品売上高     5,235百万円

　　　　　　　　───────── ※２  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

　     457百万円

※３　関係会社に関する事項

　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

商品、製品及び原材料仕入高  10,168百万円
販売費及び一般管理費  2,834百万円
受取配当金 83百万円
固定資産賃貸料 89百万円
業務受託料 55百万円

※３　関係会社に関する事項

　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

商品、製品及び原材料仕入高 9,669百万円
販売費及び一般管理費    2,774百万円
受取配当金   83百万円
固定資産賃貸料   72百万円
　  

※４　他勘定振替高は関係会社に対する半製品支給高、製

品格下げ等への振替及び広告宣伝用の出荷等による

ものであります。

※４　他勘定振替高は関係会社に対する半製品支給高、広

告宣伝用の出荷及びたな卸資産評価損（特別損失）

等によるものであります。

※５　一般管理費に含まれる研究開発費

　  1,239 百万円
※５　一般管理費に含まれる研究開発費

　    1,405百万円

※６　固定資産除却損内訳

建物

構築物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

   80百万円

8百万円

計      88百万円

　　　　　　　　─────────
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　　　　　　　───────── ※７　減損損失

　(1) グルーピングの方法

　当社は減損会計の適用にあたっては、原則として工

場ごとにグルーピングを実施しております。ただし、

一部の工場については、包装用フィルム事業と産業用

機能性フィルム事業にさらに細分化してグルーピン

グを実施し、減損の兆候を判定しております。又、貸与

資産及び遊休資産については個々の資産ごとに、減損

の兆候を判定しております。

　(2) 減損損失を認識するに至った経緯

　当事業年度は、ビニロンフィルム事業の事業譲渡契

約締結に伴い、譲渡資産（譲渡対象資産）及び貸与資

産（事業譲渡後、譲渡先に貸与する資産）について回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に計上

しております。

また、貸与資産については、貸与期間終了後、撤去予定

であり、解体撤去費用他を減損損失に計上しておりま

す。

　(3) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、譲渡資産については正味売却価額、

貸与資産については使用価値により測定しておりま

す。

用途 所在地
種類及び減損損失額

（百万円）

譲渡資産 静岡県浜松市　 機械及び装置他　　　153　

貸与資産 静岡県浜松市　

建物　　　　　　　　138　

構築物　　　　　 　　22　

機械及び装置　　　 　59　

工具、器具及び備品　　8

解体撤去費用他　　　140　

  合計　　　　　　　　369　
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（株主資本等変動計算書関係）

       前事業年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

       自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末

株式数（株）

当事業年度

 増加株式数（株）

当事業年度

 減少株式数（株）

当事業年度末

 株式数（株）

普通株式 10,383 800 － 11,183

(注) 自己株式数の増加800株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

       当事業年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

       自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末

株式数（株）

当事業年度

 増加株式数（株）

当事業年度

 減少株式数（株）

当事業年度末

 株式数（株）

普通株式 11,183 400 11,583 －

(注) 自己株式数の増加400株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少11,583株は消却によるものであります。 
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（リース取引関係）

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

　

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

　

期末残高
相当額
　

(百万円)
機械装置  111 　   87 　   23

工具器具備品  31 　  18 　  12

ソフトウエア  19 　 10 　    8

合計  162 　  117 　   45

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

　

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

　

期末残高
相当額
　

(百万円)
機械装置 234 　 141 　 92

車両運搬具 3 　 2 　 1

工具器具備品 27　 　 19　 　 7　

ソフトウエア 19　 　 14　 　 4　

合計 284　 　 178　 　 106　

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。

同左

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内    27百万円

１年超     17百万円

合計      45百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内      38百万円

１年超       67百万円

合計        106百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。

同左

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料     34百万円

減価償却費相当額    34百万円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料       52百万円

減価償却費相当額      52百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

 同左 
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（有価証券関係）

　前事業年度(平成20年３月31日)

　　子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。

　当事業年度(平成21年３月31日)

　　子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(繰延税金資産)  

退職給付引当金損金算入限度超過額    672百万円

減価償却費損金算入限度超過額 462

未払賞与 261

ゴルフ会員権評価損 103

未払事業税 74

子会社株式評価損 66

役員退職慰労引当金 63

貸倒引当金損金算入限度超過額 45

その他 142

繰延税金資産小計 1,889

評価性引当額 △194

繰延税金資産合計 1,694

(繰延税金負債)  

固定資産圧縮積立金 △474

その他有価証券評価差額金 △468

繰延税金負債合計 △943

繰延税金資産の純額 751

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(繰延税金資産)  

退職給付引当金損金算入限度超過額     713百万円

減価償却費損金算入限度超過額 371

未払賞与 268

減損損失 214

ゴルフ会員権評価損 107

役員退職慰労引当金 78

子会社株式評価損 70

貸倒引当金損金算入限度超過額 39

その他 115

繰延税金資産小計 1,978

評価性引当額 △200

繰延税金資産合計 1,778

(繰延税金負債)  

固定資産圧縮積立金 △423

その他有価証券評価差額金 △32

繰延税金負債合計 △456

繰延税金資産の純額 1,321

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であり

ますので、注記は省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％　　

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項

目
2.9

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目
△2.4

税額控除(研究費) △6.3

抱合せ株式消滅差益 △4.3

住民税均等割 1.2

その他 0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.3
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（１株当たり情報）

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額       613.44円

１株当たり当期純利益      72.46円

１株当たり純資産額         613.38円

１株当たり当期純利益         32.57円

　（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

        ２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益 (百万円) 2,527 1,136

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 2,527 1,136

普通株式の期中平均株式数 (千株) 34,889 34,888
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（重要な後発事象）

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当社は、平成20年2月6日開催の取締役会決議に基づき、
平成20年4月1日付で、当社の全額出資の子会社である
トーセロパックス㈱を吸収合併致しました。

合併に関する事項の概要は次のとおりであります。

１　結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその

事業の内容、企業結合の法定形式、結合後企業の名

称並びに取引の目的を含む取引の概要

(1)  結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその
事業の内容

商号
トーセロパックス㈱

（合併消滅会社）

所在地 東京都中央区京橋一丁目3番3号　

代表者名　 代表取締役社長 杉本宏一　

資本金 48百万円　

事業内容　 フィルム等の加工及び販売

株主構成 当社100％子会社　

　　　　　　　─────────

(2)　企業結合の法的形式
当社を合併存続会社、トーセロパックス㈱を合併

消滅会社とする吸収合併

 

(3)　結合後企業の名称

東セロ㈱　

(4)　取引の目的を含む取引の概要　

　①合併の目的
トーセロパックス㈱は、当社の代理店としてフィル
ム等の当社製品を販売すると共に、シリコンテープ、
アルミ蒸着抜きフィルム等の加工品を製造、販売して
おりましたが、東セログループとしての経営効率化を
図る観点から、当社は、トーセロパックス㈱を吸収合
併致しました。　
　②合併の期日

平成20年4月1日　

　③合併比率及び合併交付金
当社の金額出資の子会社の吸収合併であり、新株式
の発行、資本金の増加及び合併交付金の支払いは行っ
ておりません。

２　財産の引継
　合併期日においてトーセロパックス㈱の資産・負債
及び権利義務の一切を引継いでおります。
  なお、トーセロパックス㈱から引継いだ資産及び負
債は次のとおりであります。

　(平成20年3月31日現在）

科目
金額

（百万円）
科目

金額

（百万円）

流動資産　 1,284 流動負債 1,151

固定資産　 92 負債の部　 1,151

資産の部　 1,376 純資産　 224

 

３　実施する会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　

平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事
業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に
基づき、共通支配下の取引として処理を行います。

　
なお、当社が保有するトーセロパックス㈱の株式

帳簿価額と受入れた資産、負債との差額176百万円
は、翌事業年度において、抱合せ株式消滅差益として

特別利益に計上する予定であります。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券

その他有価証券

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

大日本印刷㈱ 576,000 517

凸版印刷㈱ 529,101 353

日本たばこ産業㈱ 850 222

久光製薬㈱ 63,547 193

㈱細川洋行 100,000 55

日清食品ホールディングス㈱ 9,017 26

京阪セロハン㈱ 100,000 23

大成ラミック㈱ 10,000 19

丸東産業㈱ 161,000 15

藤森工業㈱ 17,600 9

その他(13銘柄) 146,116 23

計 1,713,231 1,459
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

(百万円)
当期増加額

(百万円)
当期減少額

(百万円)
当期末残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額

(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産        

建物 9,520 795
361

(337)
9,953 4,709 330 5,243

構築物 1,577 90
61

(54)
1,607 967 65 639

機械及び装置 37,969 3,619
2,076

(1,400)
39,513 32,417 1,562 7,095

車両運搬具 258 17
4

(2)
271 239 13 31

工具、器具及び備品 967 173
99

(24)
1,041 735 85 305

土地 1,209 -　 -　 1,209 -　 -　 1,209

建設仮勘定 3,523 5,280 4,569 4,233 -　 -　 4,233

有形固定資産計 55,026 9,976
7,173

(1,819)
57,829 39,069 2,057 18,760

無形固定資産        

借地権 -　 -　 -　 7 -　 -　 7

ソフトウエア -　 -　 -　 773 431 117 341

施設利用権 -　 -　 -　 102 102 0 0

無形固定資産計 -　 -　 -　 883 534 117 349

長期前払費用 145 79 0 224 156 28 67

繰延資産        

 ――― -　 -　 -　 -　 -　 -　 -　

繰延資産計 -　 -　 -　 -　 -　 -　 -　

　（注) １　ビニロンフィルム事業の譲渡による減損損失を当期減少額欄の（　）内に内数として表示しております。

　２　当期増加額の主な内訳は次のとおりであります。

　(1) 当社連結子会社トーセロパックス㈱合併による増加分

建物   58百万円

機械及び装置   54百万円　

車両運搬具   1百万円　

工具、器具及び備品   15百万円

建設仮勘定     2百万円

　(2) 上記(1)の合併以外の増加分

建物 茨城工場 シリコーンコートフィルム製造設備    590百万円

機械及び装置　 茨城工場　 シリコーンコートフィルム製造設備　 1,989百万円　

建設仮勘定 古河工場 ポリプロピレン無延伸フィルム製造設備   1,639百万円

建設仮勘定 古河工場 プロテクトフィルム製造設備      1,687百万円

３　当期減少額の主な内訳は次のとおりであります。

　(1) 上記１の減損損失計上による減少分　

　　　        機械及び装置　　　　　　1,400百万円

４　無形固定資産については、資産総額の１％以下のため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高

(百万円)
当期増加額

(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 115 101 -　 119 97

役員退職慰労引当金 155 42 5 -　 193

　(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替による戻し入れ額であります。

EDINET提出書類

東セロ株式会社(E00662)

有価証券報告書

87/97



（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

(イ)現金及び預金

内訳 金額(百万円)

現金 12

当座預金 1,612

普通預金 555

別段預金 3

小計 2,171

合計 2,184

(ロ)受取手形

相手先 金額(百万円)

㈱ダイトー 369

㈱宏栄 280

三菱商事パッケージング㈱ 202

オザックス㈱ 143

京阪セロファン㈱ 92

その他 1,644

合計 2,734

（期日別内訳）

期日 金額(百万円)

平成21年４月 224

〃 　５月 285

〃 　６月 1,739

〃 　７月 402

〃 　８月 82

合計 2,734

(ハ)売掛金

相手先 金額(百万円)

凸版印刷㈱ 1,671

稲畑産業㈱ 1,267

オー・ジー㈱ 863

大日本商事㈱ 593

新生紙パルプ商事㈱ 557

その他 7,026

合計 11,980

売掛金の滞留及び回収状況
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前期繰越高 平成20年４月～平成21年３月 平成21年３月末 回転率(回) 回収率(％) 滞留期間(日)

(百万円)
Ａ

発生高(百万円)
Ｂ

回収高(百万円)
Ｃ

残高(百万円)
Ｄ

Ｂ÷
Ａ＋Ｄ

２

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ

365日

回転率

15,611 65,204 68,835 11,980 4.73 85.18 77.23

　（注）　発生高には消費税等が含まれております。

(ニ)商品及び製品

　 内訳 金額(百万円)

商品

ポリプロピレンフィルム 45

ポリエチレンフィルム 2

産業用機能性フィルム 24

その他 1

            　小計 72

製品

ポリプロピレンフィルム 3,527

ポリエチレンフィルム 1,329

蒸着フィルム 721

産業用機能性フィルム 1,038

その他 57

             小計　 6,674

合計 6,747

(ホ)仕掛品

内訳 金額(百万円)

ポリプロピレンフィルム 1

合計 1

(ヘ)原材料及び貯蔵品

　 内訳 金額(百万円)

原材料

ポリプロピレンフィルム用 460

ポリエチレンフィルム用 143

蒸着フィルム用 95

産業用機能性フィルム用 22

補助原材料他 140

　　　　　　 小計 863

貯蔵品

修繕材料 203

その他 4

　　　　　　 小計 208

合計 1,071

②　流動負債

(イ)買掛金
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相手先 金額(百万円)

㈱プライムポリマー 5,989

四国トーセロ㈱ 1,551

ユニチカ㈱ 305

ユニチカ通商㈱ 268

三井化学㈱ 206

その他 1,548

合計 9,870

③　固定負債

(イ)長期借入金

借入先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 1,525

㈱三菱東京UFJ銀行 1,284

中央三井信託銀行㈱ 1,083

㈱常陽銀行 786

三菱UFJ信託銀行㈱ 433

その他 517

小計 5,628

1年内返済予定の長期借入金 1,327

合計 6,955

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 取締役会の決議により予め公告をして定める

株券の種類 －

剰余金の配当の基準日
期末配当　３月31日

中間配当　９月30日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え 　

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

名義書換手数料 －

新株交付手数料 －

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
(特別口座)

東京都杉並区和泉二丁目８番４号　中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
(特別口座)

東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 当社の株式取扱規則に定める額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞に記載

株主に対する特典 該当事項無し

（注）１　当社は、平成21年２月27日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、基準日を取締役会の決議に

より予め公告して定めることといたしました。 

２　当社は、平成21年６月26日開催の第125回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、公告掲載を日本経済

新聞より官報へ変更いたしました。

３　当社は、平成21年４月１日付の株式交換により、三井化学㈱の完全子会社となりましたので、単元株制度を廃

止しております。  

４　「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」(平成

16年法律第88号)(以下「決済合理化法」といいます。)が平成21年１月５日に施行されたことにより、当社普通

株式は、「社債、株式等の振替に関する法律」(平成13年法律第75号)に基づく株式等振替制度(株券電子化制度

)で取り扱われることになりました。これに伴い、決済合理化法附則第６条第１項により、株券を発行する旨の

当社定款の定めを廃止したものとみなされております。  
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、法第２４条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第124期)

自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日
　
平成20年６月27日

関東財務局長に提出

(2)
四半期報告書

及び確認書
(第125期第１四半期)

自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日
　 平成20年８月13日

関東財務局長に提出

(3)
四半期報告書

及び確認書
(第125期第２四半期)

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日
　 平成20年11月13日

関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第６号の２(株式交換完全子会社となる株式交換の

決定)の規定に基づく臨時報告書であります。

　 平成20年12月19日

関東財務局長に提出

(5)
四半期報告書

及び確認書
(第125期第３四半期)

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日
　 平成21年２月12日

関東財務局長に提出

EDINET提出書類

東セロ株式会社(E00662)

有価証券報告書

92/97



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月27日

東セロ株式会社   

取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 杉　　山　　　　正　治　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内　　田　　　　英　仁　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東セロ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

東セロ株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年６月26日

東セロ株式会社   

取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 杉　　山　　　　正　治　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 内　　田　　　　英　仁　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 垂　　井　　　　　健　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
東セロ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

東セロ株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月27日

東セロ株式会社   

取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 杉　　山　　　正　　治　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内　　田　　　英　　仁　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東セロ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第124期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東セロ株式会

社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類
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独立監査人の監査報告書

  平成21年６月26日

東セロ株式会社   

取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 杉　　山　　　正　　治　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 内　　田　　　英　　仁　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 垂　　井　　　　健　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東セロ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第125期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東セロ株式会

社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　追記情報

　　会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類
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